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平成２２年第１回訓子府町議会定例会会議録 
 
 
○議事日程(第２日目) 

平成２２年 ３月１０日（水曜日）       午前９時３０分開議 
 
第１５ 教育行政執行方針、新年度予算関連議案、新年度予算議案、各議案の提案理由の

説明 

第１６ 議案第３５号 季節保育所の廃止について 

第１７ 議案第２５号 訓子府町季節保育所条例を廃止する条例の制定について 

第１８ 議案第２６号 訓子府町地域集会所条例の一部を改正する条例の制定について 

第１９ 議案第２９号 訓子府町子育て支援センター設置及び管理に関する条例の制定に

ついて 

第２０ 議案第２２号 議会の議決に付すべき重要な公の施設の利用又は廃止に関する条

例の制定について 

第２１ 議案第２０号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 

第２２ 議案第１１号 平成２２年度訓子府町一般会計予算について 

第２３ 議案第１２号 平成２２年度訓子府町国民健康保険特別会計予算について 

第２４ 議案第１３号 平成２２年度訓子府町老人保健特別会計予算について 

第２５ 議案第１４号 平成２２年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算について 

第２６ 議案第１５号 平成２２年度訓子府町介護保険特別会計予算について 

第２７ 議案第１６号 平成２２年度訓子府町下水道事業特別会計予算について 

第２８ 議案第１７号 平成２２年度訓子府町水道事業会計予算について 

第２９ 議案第３０号 網走支庁管内町村公平委員会を共同設置する地方公共団体の数の

減少及び規約の変更について 

第３０ 議案第１９号 人事行政の運営等の状況の公表に関する条例及び職員の勤務時間、

休暇等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

第３１ 議案第１８号 訓子府町事務分掌条例の一部を改正する条例の制定について 

第３２ 議案第２３号 奨学資金貸付に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

第３３ 議案第２４号 訓子府町生活安全条例の一部を改正する条例の制定について 

第３４ 議案第２７号 訓子府町重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費の助成に関す

る条例の一部を改正する条例について 

第３５ 議案第３１号 北海道市町村総合事務組合規約の変更について 

第３６ 議案第３２号 北海道市町村職員退職手当組合規約の変更について 

第３７ 議案第３３号 網走地方教育研修センター組合規約の変更について 

第３８ 議案第３４号 北海道町村議会議員公務災害補償等組合規約の変更について 

第４０ 報告第 １号 定期監査結果報告について 

第４１ 報告第 ２号 出納検査結果報告について 

第４２ 報告第 ３号 所管事務調査結果報告について 

第４３        所管事務調査について 
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開議 午前 ９時３０分 

    ◎開議の宣告 

○議長（橋本憲治君） 皆様、おはようございます。 

 それでは定刻になりました。 

 ただいまから本日の会議を開きます。 

 本日の出欠報告をいたします。本日は、全議員の出席であります。 

 田古選挙管理委員長から欠席の報告がありました。 

 なお、田古選挙管理委員長については、本日から定例会の閉会まで欠席であります。 

 本日の議事日程は、あらかじめお手元に配付のとおりでございます。 

 

    ◎教育行政執行方針 

○議長（橋本憲治君） 日程第１５、執行方針を継続いたします。 

 昨日からの引き続き、山田教育長から教育行政執行方針がありますので、この際、発言

を許します。 

 教育長。 

○教育長（山田日出夫君） 平成２２年度教育行政執行方針を述べさせていただきますの

で、よろしくお願いを申し上げます。 

平成２２年第１回定例町議会の開会にあたり、教育委員会所管の教育行政執行方針につ

いて申し上げ、町議会議員の皆さま並びに関係機関、町民の皆さまの深いご理解とご協力

を賜りたいと存じます。 

 今日の社会は、少子高齢化、高度情報化、グローバル化などが急速に進む中で、社会保

障、環境問題、地域間格差の広がり、安全・安心の確保などの様々な課題が生じてお 

り、私たちが暮らす地域社会もその影響を受けつつあります。 

 このような中で、個人が幸福で充実した生涯を実現する上でも、また、よりよい社会の

形成者を育成する上でも、未来を切り拓く教育の重要性はより高まっています。 

また、地域においては、個性豊かな文化の創造や豊かな地域社会の実現を目指し、個人

や地域の自発的な意思を尊重しながら、これまで培った地域の教育力を活かした特色ある

教育を推進するとともに「自ら学ぶ力」を育み、主体的にまちづくりに参加するなど、社

会全体が連携して教育に取り組んでいくことが求められています。 

教育委員会としましては、このような教育を取りまく情勢の変化や改革の動向等をしっ

かり受けとめ、子ども一人ひとりが希望と高い志を持ち未来に向って心豊かにたくましく

生きぬく基礎となる教育を推進してまいります。 

また、だれもが生涯を通じて学び、豊かな人生を送ることができるとともに、その学習

の成果を適切に活かすことに努めるなど学校教育、社会教育の充実を図り、第５次訓子府

町総合計画の基本目標であります「こころ豊かで生きがいあふれるまちづくり」を目指し

た教育行政の推進に努めてまいります。 

はじめに『学校教育の充実』についてであります。 

新学習指導要領では、これからの次代を担う子どもたちに「生きる力」を育む理念を継

承し子どもたちが変化の激しい社会を生きるために「確かな学力」、「豊かな人間性」、「健

康・体力」の知・徳・体をバランスよく育てることが求められています。 
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この新学習指導要領については、小学校が平成２３年度から、中学校は２４年度にスタ

ートすることから円滑に進むよう準備を進めてまいります。このため、学校は創意工夫を

図り特色ある教育活動を展開し、その基盤となる教育環境づくりは学校、地域、関係機関

等と連携・協力を図り、充実に努めてまいります。 

確かな学力の育成につきましては、学習意欲の向上や学習習慣の形成を図り基礎的知

識・技能を身に付けさせるなど基礎・基本の定着を図ることが必要であります。このた 

め、道の加配措置と町単独の臨時講師を引き続き配置し、きめ細かな学習指導の充実など

に努めてまいります。 

 豊かな心の育成につきましては、子どもたちが学校生活を通じて、社会の一員として自

覚を高め、規範意識を持つとともに、安心して学校生活を送ることが必要であります。こ

のため、発達段階に応じた道徳時間の充実を図り、学校教育活動全体を通して命を大切に

する心、善悪の判断などの倫理観や規範意識、他人を思いやる心などを育む教育を推進し

てまいりますとともに、ボランティア活動など地域の人達とふれあう機会の充実に努めて

まいります。 

また、いじめや不登校問題などは、どこでも起こりうるとの認識の下、児童生徒の発す

るサインを敏感に受け止め、早期発見、早期対応に努めるとともに、学校・家庭との連携

を図りながら、児童生徒や保護者の不安や悩みを受け止める教育相談体制等の充実にも努

めてまいります。 

さらに、基本的な生活習慣として、幼稚園（保育園）、小中学校・高校の共通目標である

「あいさつ（声かけ）運動」を継続してまいります。 

 健やかな体の育成につきましては、子どもたちがたくましく成長するためには安全の確

保や心身ともに健康で体力の向上が極めて重要であります。このため、児童生徒の安全・

安心を地域ぐるみで守り育てることが大切であり、家庭・地域・関係機関団体等との連携・

協力による、スポーツ少年団等の活動促進や各種安全対策事業の充実に努めてまいります。 

また、学校においては、子どもたちが自ら身を守る力を育成するための防犯教室・防犯

訓練の実施や危機管理体制の点検など安全対策の充実に努めてまいりますとともに、各種

健康診断、健康教育、相談体制の充実を図ってまいります。 

安全・安心では、子どもたちが長時間過ごす校舎等の耐震につきましては大変重要です

ので、昨年度の訓子府小学校校舎の耐震補強工事に引き続き、本年度は訓子府小学校・居

武士小学校の体育館の耐震補強工事を実施してまいります。 

 特別支援教育につきましては、本年度は訓子府小学校に４学級、居武士小学校には新た

に１学級の特別支援学級を設置し、特別支援教育に造詣が深い教員の配置など、児童一人

ひとりの教育的ニーズに応じた適切な就学に努めてまいります。 

今後とも、特別支援教育の支援体制の充実を図るために特別支援教育支援員を訓子府小

学校及び居武士小学校に配置し、児童・生徒が減少している中で、特別な支援が必要とな

る児童の増加、支援内容の多様化や在籍児童学年の拡大などにより、さらにきめ細かな対

応に取り組んでいくとともに、幼稚園（保育園）・学校・関係機関等と連携を図り、支援体

制の充実を図ってまいります。 

教育費の支援につきましては、経済的に就学困難な児童生徒や特別支援学級に在籍する

児童生徒の保護者に対して、広報活動も含め就学援助などのきめ細かな対応に努めてまい
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りますとともに、奨学資金の貸し付けにつきましては、償還期間を延長して負担軽減にな

るよう配慮してまいります。 

スクールバスの運行につきましては、夏季・冬季の運行ダイヤを組むことによって、よ

り効率的な運行を図るとともに、運転者と児童生徒とのコミュニケーションや乗車マナー

の指導なども含め、安全運行に努めてまいります。 

 教職員につきましては、信頼される学校づくりや確かな学力の育成などには、教職員の

資質や能力の向上が欠かせないことから、教員には常に研究と修養に努め専門性の向上を

図ることが必要であります。このため絶えず主体的に研修を積み重ねていくことができる

よう校内研修・学校教育指導訪問の充実や各種研修事業等への支援、参加の促進を図って

まいります。 

また、２０年度から学校職員評価制度が実施され、教職員の資質能力の向上や保持、学

校の活性化が図られておりますので引き続き適切に対応してまいります。さらに、教職員

としての自覚を高め、モラルの向上や服務の徹底、健康管理などの充実に努めてまいりま

す。 

 国際理解教育では、引き続き語学指導助手を配置し基礎的・実践的なコミュニケーショ

ン能力の向上を図ってまいります。なお、語学指導助手は中学校での活用が主であります

が、小学校の新学習指導要領の先行実施として、行われる外国語活動においても積極的に

派遣するとともに、幼稚園や高校、さらには公民館講座などの活用により、多くの町民に

語学教育や外国の歴史・文化・伝統にふれあう機会を提供してまいります。 

 情報教育につきましては、児童生徒がコンピュータの基礎的知識や操作方法を習得 

し、授業における効果的な活用や適切な情報を主体的に収集、選択し活用できる能力を養

います。また、携帯電話などの情報機器の正しい使い方やモラルなどを指導し、過度な依

存や誤った使用を防ぐとともに、心の発達への悪影響を小さくするよう努めてまいります。 

 学校は、地域社会を基盤として存在するものであり、充実した学校教育の実現には学校・

家庭・地域との連携・協力が不可欠であります。このため、学校は創意工夫し、主体的に

開かれた学校づくりを進め家庭や地域に信頼される学校づくりを推進することが求められ

ております。そのため、昨年度からスタートした学校応援団の「学校支援地域本部事業」

スクールサポーターとの連携・充実を図ります。 

２年目の今年度は、サポーターの拡大に加え、勤労奉仕に限らず子どもたちとのふれ合

いを通じて成長に少しでも役立つ事業展開に努めたいと考えます。 

また、「学校だより」の全戸配布、「ホームページ」の活用や｢公開授業｣の実施、さら 

に、自己評価や外部評価の結果を公表するなど学校評議員、保護者や地域住民の声を活

かした学校運営の改善・充実を図ってまいります。 

長年、卒業式や入学式の国歌斉唱時に一部の教職員が起立せず、子どもたちへの社会性

や規範性さらには国際感覚の育成に悪影響が心配され、大きな教育課題となってきました。 

しかし、新学習指導要領の制定、新政権首相や文部科学相の国旗・国歌尊重の国会答 

弁、さらには、相次ぐ司法の判断、管内全員起立校の増加などを受けて、教育委員会議の

議決に基づき初めて全教職員に学校長の「国歌斉唱時起立」の職務命令を発出し、３月の

卒業式から全校の全教職員が起立に転じるよう、毅然とした指導を徹底してまいります。 

 次に各学校等について申しあげます。 
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幼稚園教育につきましては、義務教育及びその後の教育の基礎が培われる極めて重要な

時期であることを踏まえ、幼児の健やかな成長のため、家庭・地域・幼稚園が十分な連携

を図り、一層の幼児教育の充実に努めてまいります。 

昨年度より新幼稚園教育要領完全実施にあたり、本園の新たな教育課程、年間指導計画

に沿い歩みをはじめたところですが、本年度につきましては、課題を整理しながらさらに

幼児の健やかな成長を促してまいります。 

 保護者の就労形態の多様化などから、家庭での保育が困難な保護者ニーズに対応して実

施しております登園時間や延長保育時間の拡大と延長保育の場所についても、引続き幼稚

園で継続してまいりたいと考えております。 

 特別支援を必要とする園児に対しては従来同様に保育補助員を配置し、幼稚園生活をき

め細かくサポートしてまいります。 

各学校や地域との連携交流につきましても保育園や小・中・高等学校、老人福祉施 

設、今年度開設の子育て支援センターとの交流・連携などにも積極的に取り組んでいくほ

か、子育ての悩みや子育ての不安が増大している状況を踏まえ、気軽に相談できるよう相

談室や園庭を子育て情報交換の場として活用できるような環境にも継続して努めてまいり

ます。 

 訓子府小学校につきましては、教科用教材、スクールバンド用楽器及び低学年用の椅子・

机の更新、さらにはすが漏り等による屋根の修繕や夏期間の暑さ対策としての網戸取付け

など、施設や教育環境の整備・充実に努めてまいります。 

また、本年度も引き続き町単独の臨時講師１名及び特別支援教育支援員２名を配置する

などサポート体制の充実を図ってまいります。 

 居武士小学校につきましては、教科用教材、図書の充実及び児童用男子トイレを節水型

に取り替えてまいりますとともに、今年度から特別支援学級の新設や全学年が複式学級に

なることへの対応から、町単独の特別支援教育支援員１名を配置し、障がい児へのサポー

トはもちろんのこと、児童一人ひとりの学力向上にも努めてまいります。 

訓子府中学校につきましては、本年度も吹奏楽部用の楽器更新のほか、教科用教材等備

品の購入、部活動補助や図書の充実などに努めてまいりますとともに、消火栓ホース及び

ガス漏れ報知器の更新など、施設や教育環境の整備・充実に努めてまいります。 

また、町単独の臨時講師を引き続き配置し、各教科・特別活動等の指導体制の充実に努

めてまいります。 

町から事務の一部委任を受けております保育園の運営につきましては、少子化に伴う入

園児数の減少に伴い、保育サービスの充実や保育効果を高めるため、保育園の統合を検討

し、保護者や地域のみなさまのご理解をいただき取組んでまいりました。 

その結果、昨年度は昭和３６年開設以来へき地保育所として開設してまいりました「ひ

ので保育園」について、平成２１年３月をもちまして統廃合いたしました。 

また、市街地区にあります季節保育所の「あさひ保育園」につきましても、関係保護者

のご理解をいただいたほか、全町にチラシや町内会・実践会の代表者の皆様にお知らせ 

し、本年３月をもって統廃合することといたしました。 

現在のあさひ保育園舎につきましては、平成７年４月から旧スポーツハウスの施設を改

築し、１４年間にわたり季節保育所として開設してまいりました。これまであさひ保育園
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の運営にご支援ご協力をいただきましたことに厚くお礼を申し上げるところであります。 

今後につきましては、町内に常設保育所のくんねっぷ保育園１園となりますことか 

ら、昨年度からあさひ保育園の季節保育所に入園されておりました３歳児の園児のみなさ

んが認可保育所であるくんねっぷ保育園に入園していただけるように私的契約制度の活用

や希望する３歳児全員が安心して入園していただけるようくんねっぷ保育園舎の増改築な

どの準備を進めてまいりました。 

４月からは、町内の保育所は、くんねっぷ保育園のみとなりますが、保育サービスの充

実に一層努めてまいります。 

平成２０年度から実施してまいりました早朝受け入れを含めた保育時間の拡大につきま

しては、保護者の皆さんが安心して働くことができ、ゆとりをもって子育ての喜びを味わ

うことができるよう今後も継続してまいります。 

また、子育て支援の一環として行っております子育てトークの開催や未就園児と保護者

が活動する機会を設ける「保育参加」の園開放などについては、今年度開設の子育て支援

センターと連携を図りながら進めてまいります。 

さらに新たな施設の整備につきましては、給食材料搬入口にフードを設置し保育園給食

の衛生管理の充実と作業能率の向上を目指してまいります。 

今年度開設の子育て支援センターの運営につきましては、町から事務の委任を受けまし

て教育委員会が所管することとなります。 

本町の子育て拠点施設としての子育て支援センターは、あさひ保育園の統合による空き

施設を活用することとし、一部施設の改築などから本年７月にオープンいたします。 

子育て支援センターには、２名の職員と併任の保育士を配置し、主に未就園の子どもさ

んが、のびのびと遊べる場や保護者のみなさんが交流できる場を提供するほか、子育てに

ついての相談を気軽に受けたりすることなどを目的として開設いたします。 

事業活動内容は、次の５つの機能を柱として、実施してまいります。 

１．「子育て支援機能」としては、主に未就園児と保護者の方に支援センターで遊んでい

ただき、他の親子と交流をする場所を提供いたします。 

２．「子育て相談・情報提供機能」としては、子育てについての不安や悩みの相談を受け

るほか、支援センターの事業や子育てについての情報をチラシなどにより提供いたします。 

３．「子育て発達相談連携機能」につきましては、発達の遅れや疑いのあるお子さんに対

しての相談や必要に応じて関係機関への連絡調整をいたします。 

４．「子育て学習機能」につきましては、幼・保合同の研修会やはぐくみ講座の紹介をは

じめ、親子の遊び方などの学習会を行ってまいります。 

５．「子育て一時預かり機能」といたしましては、町内のボランティアグループとの連携

により、これまでどおり保護者のみなさんの短時間の用事や研修参加などの個人・集団託

児を有償により継続実施してまいります。 

これら５つの機能を柱として庁内で検討を重ね、関係団体などと意見交換会や協議を行

ってまいりましたが、４月から６月末までの施設改修終了までの間は、従来どおり総合福

祉センターうららのふれあいホールにて遊びの広場を中心とした事業を継続し、７月の施

設完成後に５つの機能の事業を展開してまいります。 

なお、４月から６月につきましては、新しい施設のオープンに備えて職員の研修及び施
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設機能の試行などを行ってまいります。 

 また、新しい施設の周知にも努めてまいります。 

学校給食センターにつきましては、学校給食を活用した食に関する指導の充実を図るた

め学校給食法が改正されました。このため、２０年度から配置しています栄養教諭をはじ

め、すべての教職員が連携・協力して食に関する指導や望ましい食習慣を身に付けること

ができるよう推進してまいります。 

また、学校給食は成長期にある子どもたちの健全な発達のため、衛生的で安全な栄養バ

ランスのとれた食事を提供することが必要であります。今後も献立の工夫をはじめおいし

く栄養バランスに心がけた給食の提供を図るとともに、国産・道内産や地場農産品、減農

薬野菜などの安全な食材の積極的な活用に引き続き努めてまいります。 

 さらには、経年劣化している地下タンク関係の修繕及び高圧受電設備の更新も実施して

まいります。 

 訓子府高等学校につきましては、２間口確保に向け数々の要請活動を展開してまいりま

したが、大変残念ながら当初の「公立高等学校適正配置計画案」のとおり１間口となって

しまいました。しかし、道教委から激変緩和措置として、教員配置に一定の配慮をすると

の説明を受けており、生徒の進路希望に応じたコース制の維持などが行われるよう引き続

き支援をしてまいります。 

今後の課題としては、以前と同様に生徒の確保が最重要課題であり、引き続き訓子府高

等学校教育振興会議等を通じた支援策を講じ、学校の教育活動等と一体となったＰＲや生

徒確保に努力するとともに、存続に向けた積極的な各種施策等を図ってまいります。 

次に、『社会教育の振興』についてであります。 

「いつでも、どこでも、だれもが自由に学べる生涯学習社会を目指して」を基本理念と

して、個人やグループなど全ての人が自由に学習できる環境づくりが大きな課題でありま

す。 

そのために、町民のあらゆる学習活動への支援や学習の発表の機会提供を図るのはもち

ろんのこと学校教育と社会教育における情報の共有や事業の連携、生涯学習情報紙「まな

ベル」発行、チラシ、インターネットなどによる各種事業の情報提供を継続してまいりま

す。 

 社会教育の推進にあたりましては、単に伝統や習慣を重視するだけでなく、社会情勢を

敏感にとらえ、新しい視点と感性をみがきながら努力したいと考えております。 

青少年教育につきましては、遊びを通じて野外活動やスポーツ・異年齢集団活動な 

ど、子どもたちの放課後や週末の活動拠点として「竹の子クラブ」の実施はもとより、平

成１７年度から居武士小学校区の児童を対象として、自主的にスタートした「みつばちク

ラブ」への継続支援を図るとともに、リーダーの養成・研修等を実施してまいります。 

また、子どもたちを犯罪から守り安全を確保するための「子ども１１０番の家・車、安

全パトロール隊」事業を継続し、町全体で防犯や子どもたちの安全確保と健全育成を図る

環境づくりに努めてまいります。 

昨年度の新規事業として、町民の持つ能力や経験の一部を活かしながら、地域全体で学

校教育をさまざまな形で手助けしていただくことを目的としてスタートした「学校支援地

域本部事業」につきましては、学校の教育活動や学校環境整備などを支援するスクールサ



 - 9 - 

ポーター（学校支援ボランティア）のご協力により、学校花壇・校庭前松の剪定、登山学

習補助などの活動が行われ、初年度の予定を上回る成果を上げることができました。本年

度につきましては、より多くの町民の方にスクールサポーターに登録していただき、人と

人とのふれあい、結びつきを強めて学校の諸活動を支援し、教職員の負荷を少しでも軽減

しながら、子どもたちの心と体の成長を応援してまいります。 

青年の学習活動につきましては、青年活動の場の確保と各種研修会や大会への派遣、指

導者養成に努めてまいります。特に、昨年度、新規事業として「産業後継者育成基金」を

活用した「産業後継者国内研修」につきましては、置戸町と合同で実施し、本町と置戸町

の青年が、町内の産業振興やまちづくりを推進していくために国内先進地を訪れ、農業や

まちづくりなどで研修先の人々との交流を通じて学習を深め、地域活動のリーダーを養成

しているところですが、本年度も継続して先進地の視察研修を実施し、産業の振興はもと

より、まちづくりの礎となる若いリーダーの養成に力を注いでまいります。 

 成人教育につきましては、社会環境の変化により多様化するニーズや課題に対応するた

め、「公民館講座」や「はぐくみ講座」、「男女共同参画講座」等の開催、さらには自らが様々

な課題に取り組むための「マイプラン・マイスタディ事業」への支援をします。また、各

講座において必要に応じてできるだけ保育室を設置するなどして、子育て中の親が参加し

やすい環境づくりに努めてまいります。 

 高齢者教育につきましては、多様化する社会に対応する力や健康的で生きがいを高める

自主的な学習活動を行っている「若がえり学級」を支援していきます。また、高齢者のも

つ知識と経験などを町の学習・芸術・文化活動や異世代交流などに広く社会参加いただけ

る環境づくりに努めてまいります。 

 芸術・文化につきましては、心を豊かにし人生を有意義なものにする芸術・文化の鑑賞

機会や学習の場を設けるため、本年度は、隔年度で開催している「町民芸術劇場」や毎年

度開催の「音楽の広場」、「秋の文化祭」を開催するとともに、町民有志の自主的な実行委

員会を支援するなどに努めます。また、本年で６０回目を迎える「秋の文化祭」関連の記

念事業への支援を行うなど、文化団体・サークル活動への支援及び協力・連携を図りなが

ら、町の文化振興に努めてまいります。 

さらに、児童生徒の書道や絵画、工作などの発表する場として「ジュニア・アート・フ

ェスティバル」も継続開催してまいります。 

 また、歴史館を拠点として、町民共有の財産である郷土の歴史・文化を保護・保全して

まいりますとともに、地域の伝統文化を伝承するため、豊富な知識や経験を有する高齢者

の協力を得て、児童生徒などへの「語りべ事業」を展開するとともに、町民の身近な交流・

学習の場としての有効活用と効率的な運営に努めてまいります。 

 さらに、歴史館を会場に図書館が主催する「子ども映画会」を開催するなど、両施設の

有効利用も図ってまいります。 

 部落史発刊補助金につきましては、平成９年度の日出部落史発刊以来補助申請がありま

せんでしたが、本年度は弥生・柏丘実践会に対して補助してまいります。 

 公民館につきましては、団体や個人が気軽に芸術・文化そして学習活動を発表できる場

としてロビーを開放し、より意欲的で活発な活動ができるように支援体制を図るととも 

に、利用者懇談会などを開催し、より親しまれる公民館として努力してまいります。 
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 施設整備の面では、視聴覚室の足元の寒さ対策として、床にジュータンを敷くなど、カ

ラオケ愛好者等に少しでも利用しやすい環境づくりに配慮してまいります。さらに、農林

産実習室に設置の陶芸窯内の熱線を交換するなど、陶芸の利用者からの要望にも応えてま

いります。 

また、本年度も昨年度同様、利用予約のない午後５時以降の夜間を閉館にするなど、施

設の利用効率を高めながら、経費の節減に努めてまいります。 

公民館など多くの町民の皆さまが集う施設につきましては、だれもが健康的に快適に利

用していただくため「館内禁煙」を実施してまいります。 

図書館につきましては、町民が気軽に利用できるような図書館運営に努めるととも 

に、蔵書や資料の充実、障がい者・高齢者のための「本の宅配サービス」や「移動図書」

を継続実施してまいります。さらに、幼児期から読書力を高めるための講演会や「読み聞

かせ会」やボランティアの育成などを継続してまいります。また「町民の本棚」とし 

て、郷土資料の収集・保存に努め、町民からの資料の寄贈、寄付の呼びかけを継続すると

ともに、「古本市」や各種事業を通じて、図書館利用のＰＲに努めてまいります。 

さらには、他の図書館とネットワーク化されている蔵書検索システムを活用し、町民へ

の広域的な情報提供サービスの向上を図りながら、より親しまれる施設として努力してま

いります。 

 次に、社会体育につきましては、スポーツ人口の底辺拡大や健康・体力づくりのため 

に、各種スポーツ教室や管内・全道規模の「オホーツク玉入れ選手権大会」、「ＫＡＰＰＡ

マスターズ水泳大会」を継続開催するとともに、スポーツセンターや温水プールの体育施

設を活用しての「生涯健康づくり促進事業」を関係課と連携を図りながら年間を通じて実

施し、町民の健康に対する意識がさらに高まるよう努力してまいります。 

地域の教育力を生かし、学校の体育授業に地域の指導者を派遣している「地域スポーツ

指導者派遣事業」は、「学校支援地域本部事業」と連動させながら継続実施するととも 

に、各種スポーツ団体活動の促進、指導者の養成や研修会等への派遣事業を進めてまいり

ます。 

 次に、スポーツセンターや温水プールをはじめとする各種体育施設の維持管理につきま

しては、平成２１年度から町が進めている財政健全化戦略プランを実行するため、さらな

る経費の節減に努めますが、町民みんなの財産として今まで以上に利用者が安全で快適に

喜んでご利用いただけるような環境づくりに十分に配慮しながら、体育施設の運営に努め

てまいります。 

 また、施設の整備につきましては、温水プールのプール室内天井診断事業やパークゴル

フ場ＥＦコースの芝生の生育に必要な目土事業を実施するなど、環境整備に努めてまいり

ます。 

 社会教育施設とともに、体育施設でも「館内禁煙」により、健康増進の目的に合致する

ようにしてまいります。 

 社会教育・社会体育に関連する団体への支援につきましては、文化連盟、体育協会、青

少年団体、成人団体など自主的な文化・スポーツ活動を行っている各種団体や町内で開催

される管内規模以上の大会等に対して補助を継続してまいります。 

以上、平成２２年度の教育行政に係る主要施策等について申しあげましたが、町内外を
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取り巻く厳しい諸情勢等を十分認識し、その執行にあたりましては、町民の皆さまの期待

と信頼に応え、学校、家庭、地域、関係機関団体等と一体となって、地域に根ざした教育

行政の推進に努めてまいりますので、町民の皆さま並びに町議会議員の皆さまの深いご理

解とご協力を心からお願い申しあげ、平成２２年度の教育行政執行方針といたします。 

○議長（橋本憲治君） 以上をもって、町政執行方針、教育行政執行方針を終了いたしま

す。 

 

    ◎議案第３５号、議案第２５号、議案第２６号、議案第２９号、議案第２２号、 

議案第２０号、議案第１１号、議案第１２号、議案第１３号、議案第１４号、 

議案第１５号、議案第１６号、議案第１７号 

○議長（橋本憲治君） この際、日程第１６、議案第３５号、日程第１７、議案第２５号、

日程第１８、議案第２６号、日程第１９、議案第２９号、日程第２０、議案第２２号、日

程第２１、議案第２０号、日程第２２、議案第１１号、日程第２３、議案第１２号、日程

第２４、議案第１３号、日程第２５、議案第１４号、日程第２６、議案第１５号、日程第

２７、議案第１６号、日程第２８、議案第１７号は関連する議案なので、一括議題といた

します。 

 各案に対する提出者からの提案理由の説明を求めます。 

 議案第３５号から順次説明願います。 

 幼稚園・保育園事務長。 

○幼稚園・保育園事務長（菅野 宏君） 議案書の８８ページをお開き願います。 

議案第３５号 季節保育所の廃止について、提案説明をさせていただきます。 

議会の議決に付すべき重要な公の施設の利用又は廃止に関する条例（昭和３９年条例第

３２号）第３条に規定により、季節保育所を廃止することについて議会の同意を求めるも

のであります。 

このたびの季節保育所の廃止につきましては、下段の説明にありますように、保育所の

統合により、季節保育所であります「あさひ保育園」を廃止するにあたり、議会の同意を

求めるものでございます。 

記以下について、ご説明いたします。 

施設の名称は、あさひ保育園。 

施設の場所は、訓子府町旭町７１番地。 

廃止時期は、平成２２年３月３１日。 

廃止の理由は、保育所を統合するためでございます。 

以上、議案第３５号 季節保育所の廃止について、その提案理由の説明をさせていただ

きましたが、ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

 続きまして、議案書の７２ページをお願いたします。 

議案第２５号 訓子府町季節保育所条例を廃止する条例の制定について、提案説明をさ

せていただきます。 

訓子府町季節保育所条例（昭和３５年条例第１９号）を廃止する条例を制定しようとす

るものであります。 

季節保育所（あさひ保育園）は、先ほど、議案第３５号でもご説明しましたように、保
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育所を統合いたしますことから、施設を廃止することとし、あわせて訓子府町季節保育所

条例を廃止しようとするものであります。 

記以下ですが、訓子府町季節保育所条例を廃止する条例。 

訓子府町季節保育所条例（昭和３５年条例第１９号）は、廃止する附則であります 

が、この条例は、平成２２年３月３１日から施行するものであります。 

以上、議案第２５号 訓子府町季節保育所条例を廃止する条例の制定について、その提

案理由の説明をさせていただきましたが、ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願

い申し上げます。 

以上でございます。 

○議長（橋本憲治君） 町民課長。 

○町民課長（平塚晴康君） 議案書の７３ページをお開きください。 

議案第２６号 訓子府町地域集会所設置条例の一部を改正する条例の制定について、提

案説明をさせていただきます。 

 議案第２６号 訓子府町地域集会所設置条例の一部を改正する条例の制定について。 

 訓子府町地域集会所設置条例（昭和５９年条例第１３号）の一部を改正する条例を次の

ように制定しようとするものでございます。 

 今回の改正につきましては、現在、あさひ保育園として、活用している施設であります

が、この施設は、同時に東地域集会所としての用途も兼ね備えた施設でございます。実際

には、集会所としての活用はしておりませんので、あさひ保育園が本年３月３１日で閉園

し、その後、子育て支援センターとして、活用することになっていることから、集会所と

しての用途も廃止するものでございます。 

 それでは、改正条文でございますが、第２条中「東地域集会所 訓子府町旭町７１番地」

を削るものでございます。 

 附則として、この条例は平成２２年３月３１日から施行するものであります。 

 以上、訓子府町地域集会所設置条例の一部を改正する条例の制定について、ご説明申し

上げました。ご審議の上、ご決定くださいますようよろしくお願いいたします。 

○議長（橋本憲治君） 子育て支援センター開設準備室長。 

○子育て支援センター開設準備室長（菅野 宏君） 議案書の７８ページをお開き願いま

す。 

議案第２９号 訓子府町子育て支援センター設置及び管理条例の制定について、提案説

明をさせていただきます。 

 訓子府町子育て支援センター設置及び管理条例を次のように制定しようとするものでご

ざいます。 

７９ページの条例案をご覧ください。 

 はじめに、条例の名称でありますが「訓子府町子育て支援センター設置及び管理条例」

といたします。 

第１条では、目的及び設置として、児童福祉法第６条の２第６項の規定に基づき、幼児

又は児童及びその保護者が相互に交流し、子どもの健やかな育ちを支援する施設とし 

て、訓子府町子育て支援センターを設置することを規定しています。 

第２条では、名称及び位置として、名称は、訓子府町子育て支援センターとし、位置に
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つきましては、訓子府町旭町７１番地と規定しています。 

第３条では、職員として、子育て支援センター長のほか、必要な職員を置く規定として

います。 

第４条では、子育て支援センターが実施する５つの機能を事業として規定しています。 

 第１号として、子育て支援に関すること。 

 第２号として、子育て相談・情報提供に関すること。 

 第３号として、子育て発達相談連携に関すること。 

 第４号として、子育て学習に関すること。 

第５号として、子育て一時預かりに関すること。 

最後に、第６号として、その他必要と認められる事業に関することを規定しています。 

次の第５条では、支援センターの使用料について規定し、使用料は無料としています。 

第６条では、使用者が故意又は重大な過失により、施設や設備を破損した場合の損害賠

償を規定しています。 

第７条では、必要な事項は規則で定めることができる旨、規定してございます。 

附則でありますが、この条例は、平成２２年４月１日から施行するものでございます。 

以上、議案第２９号 訓子府町子育て支援センター設置及び管理条例の制定につい 

て、その提案理由の説明をさせていただきましたが、ご審議の上、ご決定賜りますようよ

ろしくお願い申し上げます。 

続きまして、議案書の６７ページをお開き願います。 

議案第２２号 議会の議決に付すべき重要な公の施設の利用又は廃止に関する条例の一

部を改正する条例の制定について、提案説明をさせていただきます。 

 議会の議決に付すべき重要な公の施設の利用又は廃止に関する条例（昭和３９年条例第

３２号）の一部を改正する条例を次のように制定しようとするものでございます。 

このたびの条例の一部につきましては、下段の説明にありますように、季節保育所の廃

止と子育て支援センターの設置に伴うものでございます。 

 記以下について、ご説明いたします。 

まず、第２条第６号ロ中（季節保育所を含む。）を削り、同条に（１２）号として「子育

て支援センター ２月以上」を加えるものです。 

さらに、第３条第７号中（季節保育所を含む。）を削り、同条に（１２）号として「子育

て支援センター」を加えるものです。 

 附則でありますが、この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

ただし、季節保育所の字句を削除いたします。第２条第６号ロと第３条第７号の改正規

定については、平成２２年３月３１日から施行するものでございます。 

以上、議案第２２号 議会の議決に付すべき重要な公の施設の利用又は廃止に関する条

例の一部を改正する条例の制定について、その提案理由の説明をさせていただきました 

が、ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

さらに続きまして、議案書の６５ページをお開き願います。 

議案第２０号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を

改正する条例の制定について、提案説明をさせていただきます。 

特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年条例第３０
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号）の一部を改正する条例を次のように制定しようとするものでございます。 

このたびの条例の一部改正につきましては、下段の説明にありますように、子育て支援

センターの設置に伴い、特別職の職員として「子育て支援センター長」の報酬及び費用弁

償を支給するための条例改正ですが「幼稚園 園長」の字句につきましてもあわせて改正

するものでございます。 

記以下について、ご説明いたします。 

別表３中「幼稚園 園長」を「幼稚園長」に字句を改め、その表の下に「子育て支援セ

ンター長」を加え、報酬の額や旅費の額につきましても、上段の幼稚園長と同じく支給す

るため改めるものでございます。 

 附則でありますが、この条例は、平成２２年４月１日から施行するものでございます。 

以上、議案第２０号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部を改正する条例の制定について、その提案理由の説明をさせていただきましたが、ご

審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

以上でございます。 

○議長（橋本憲治君） 新しい予算に入ります前に休憩をとりたいと思います。 

 午前１０時３０分まで休憩にしたいと思います。 

 

休憩 午前１０時１６分 

再開 午前１０時３０分 

 

○議長（橋本憲治君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 議案第１１号、平成２２年度の予算書になります。開いていただきたいと思います。 

企画財政課長。 

○企画財政課長（山内啓伸君） 議案第１１号 平成２２年度訓子府町一般会計予算につ

いて、提案説明をいたします。 

内容につきましては、事前にお配りしております「各会計予算案の説明資料」と「予算

書」の２冊によって説明いたします。 

なお、説明の中で、前年あるいは昨年と表現する部分につきましては、平成２１年度を

本年度と表現する部分につきましては、平成２２年度を指しておりますので、そのように

お聞き取りいただきたいと思います。 

それでは、はじめに各会計予算案の説明資料をご覧いただきたいと思います。 

１ページは、予算編成の基本に触れておりますが、本町の歳入の半分を占める普通交付

税については｢地域活性化・雇用等臨時特例費｣の創設により、増額しているものの大きな

好転は見込めない状況といえます。 

一方、歳出では、公債費やこれに準ずる債務負担行為に係る償還費の割合が改善はして

いるものの高い水準で推移しておりますので、依然として、厳しい財政運営が続くといえ

ます。 

こうした中で、本年度の予算編成に当たりましては、行政改革プランや財政健全化戦略

プランに沿った歳入歳出の見直しを行ったほか、町民生活に与える影響を配慮した中 

で、真に町民に必要な事業の選択実施と最少の経費で最大の事業効果を上げることに重点
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を置き、財政健全化を目指すことを基本に、所要の経費を計上しました。 

 この結果、本年度の一般会計の予算総額は、３９億６，５６０万円となっており、前年

度予算と比較し、０．３％の減という結果になっております。ただし、このうち３億円は

基金運用分であり、実質的な一般会計予算は、３６億６，５６０万円と非常に小さな規模

といえます。 

その款ごとの予算額と伸び率につきましては、５ページのとおりでありますが、歳出で

は、総務費において、基金運用のための備荒資金組合負担金計上など前年より１１３．３％

の増加、民生費では、国保会計への繰出金の増加や子ども手当の新規計上などから１０．

４％の増となっており、衛生費では、代替水源施設整備事業関連で水道事業会計出資金の

増加により、２５．９％の増となっております。 

逆に、農林水産業費では、農業農村整備予算の大幅削減の影響で２４．８％減少してい

るほか、教育費においては、訓子府小学校校舎の耐震補強工事完了に伴い３４．５％減少

しております。 

 ８ページには、人件費の資料を載せておりますが、一番下の合計欄の右から４列目にあ

りますように、本年度は８億１，７７８万９，０００円が一般会計と特別会計の人件費総

額であり、本年は下から３段目の退職手当組合負担金の３年毎の事前納付精算に当た 

り、追加精算となったことから大きく増加しており、その影響から全体で前年度と比較し

て２，２９７万６，０００円の増となっております。 

 次に９ページをご覧願います。 

この表は、基金の保有状況を一覧にしたものでございますが、表の下から５段目の一番

右側にありますように、本年度末の基金保有見込額は、一般会計の計で１９億１，４５２

万２，０００円となりますが、別に備荒資金組合に３億円を超過納付積立てすることとし

ております。 

 １０ページからは、投資的事業を、１４ページからは、補助奨励費を、１９ページから

は、扶助費の内訳と事業の内容を一覧にしております。 

５０ページ以降には、事業箇所図を添付しておりますので、それぞれご覧をいただくこ

ととし、予算書における説明は、これら資料の内、新規事業など特別なものについてのみ

説明をさせていただきたいと思います。 

 それでは予算書によって、説明をしてまいりますので、予算書の２ページをお開きくだ

さい。 

議案第１１号 平成２２年度訓子府町一般会計予算でありますが、平成２２年度訓子府

町の一般会計の予算は、次に定めるところによるとしまして、第１条では予算総額を３９

億６，５６０万円としております。 

また、第２項では歳入歳出予算の款項の区分及び金額は、次のページから１２ページに

あります「第１表 歳入歳出予算」によることを規定しておりますが、これについては、ご

覧をいただくこととし、その内容については、後ほど１７ページ以降の事項別明細書で説

明をさせていただきます。 

 ２ページに戻りまして、第２条と第３条は、債務負担行為と地方債について定めており

ますが、これについては、後ほど第２表と第３表で説明をさせていただきます。 

 第４条では、金融機関から借り入れすることができる一時借入金の限度額を昨年度同額
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の１０億円と定めております。 

 次に１３ページをご覧いただきたいと思います。 

第２表は、本年度の債務負担行為について、ご承認をいただこうとするものであります

が、本年度は３項目ございます。 

 まず、１項目目の季節労働者の生活資金につきましては、その貸付金の利子補給と損失

補償であります。期間は２ヵ年度であり、限度額については、それぞれ限度額欄に記載の

とおりであります。 

 次に、２項目目の農業経営基盤強化資金の利子補給につきましては、平成４７年度まで

毎年度の融資平均残高に対し、利子補給率を乗じて得た額を限度としております。 

 次に、３項目目にあります訓子府高等学校入学生通学支援対策事業につきましては、総

額７６０万４，０００円を限度額とし、期間は本年度から平成２４年度までとしておりま

す。 

 次に、１４ページは、第３表 地方債であります。本年度に予定しております８件の事業

等に係る地方債の借入限度額について定めるものでありますが、本年度は総額で２億３，

３８０万円を借り入れしようとするものでございます。 

 １５ページと１６ページについては、歳入歳出の款別の予算額を掲載してありますの 

で、これは、ご覧をいただきたいと存じます。 

 １７ページからは、事項別明細書になりますが、歳入歳出とも特徴的な部分についての

み説明をさせていただきますのでご了承いただきたいと思います。 

それでは、歳入の説明に入ります。 

まず、町民税の１目、個人では、昨年の均等割の実績人数を参考に計上したほか、所得

割においては、昨年と同様に税率を６％とし、所得税との調整が生じる住宅ローン控除分

として、９７万６，０００円を減額計上しております。その結果、現年課税分総額で 

は、課税所得そのものの減少が見込まれる状況から、前年より約１，２００万円少ない１

億９，６４２万５，０００円の計上となっております。 

 次に、１８ページにまいりまして、１目の固定資産税では、前年より約３００万円多い

２億１，４８６万４，０００円の計上となっております。 

 次に、２０ページにまいりまして、１目の町たばこ税では、本数が減少傾向であり、前

年より約２５０万円少ない３，４２３万３，０００円の計上となっております。 

 次に、２３ページの地方揮発油譲与税から３１ページの地方特例交付金までにつきまし

ては、国の地方財政計画を参考に計上したものでありますが、２３ページの地方揮発油譲

与税は、道路特定財源及び暫定税率廃止に伴い、２５ページの地方道路譲与税から振り変

わったものであります。３１ページの地方特例交付金には、自動車関連減税影響分と子ど

も手当分が新たに算入されたため増額となっており、３２ページの特別交付金について 

は、恒久減税激変緩和措置により、平成２１年度までとなっていることから、廃目となっ

ております。 

 次に、３３ページの地方交付税についてでありますが、まず、普通交付税につきまして

は、前年度実績を基に、公債費と事業費補正は起債償還見込みなどに基づき増減調整を行

ない、その他の経費については、前年度実績の３％減で基準財政需要額を見込み、基準財

政収入額については、前年度実績並で見込んだ結果、前年より５，０００万円多い１９億
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円を計上しております。特別交付税につきましては、前年決算見込み額の１億３，０００

万円を計上し、地方交付税の予算額は、２０億３，０００万円となっております。 

 次に、３５ページの１目、農林水産業費分担金につきましては、農業農村整備予算の大

幅削減の影響で昨年より約３，０００万円少ない１，４９８万７，０００円の計上となっ

ております。 

 ３６ページにまいりまして、１目、民生費負担金につきましては、説明欄に記載の事業

利用実態を基に、昨年より４６０万円ほど多い２，１２１万８，０００円を計上しており

ます。なお、昨年まで計上しておりました地域活動支援センター事業費負担金につきまし

ては、就労継続支援Ｂ型への移行により廃止となり、配食サービスは利用者増を見込み増

額し、常設保育所利用者負担金は、あさひ保育園との統合による園児増から前年より４８

０万円増の１，６２０万９，０００円の計上しております。 

次に、３７ページの２目、民生使用料で、昨年まで計上していた季節保育所保育料につ

いては、統合により廃止されています。 

また、２節、温泉施設使用料につきましては、入湯税と同様、利用客が減少しておりま

すので、前年より４０万円ほど少ない１，３１５万円の計上となっております。 

次に、６目、土木使用料の３節、住宅使用料にあります定住促進住宅使用料３１９万６，

０００円につきましては、昨年新たに２棟４戸を整備したことにより、前年比約１８５万

円の増額で見込んでおります。 

３８ページの７目、教育使用料の１節、幼稚園使用料につきましては、園児の減が見込

まれることから、昨年より１７０万円少ない１，５２２万５，０００円の計上でございま

す。 

次に、３９ページの２目、衛生手数料の一番上にあります廃棄物処理手数料では、これ

までの実績等を参考にし、前年より５０万円ほど少ない１，２４６万８，０００円を計上

しております。 

次に、４０ページの１目、民生費国庫負担金にまいりまして、１節、社会福祉費負担金

にあります障害者福祉費負担金につきましては、障害者自立支援法に基づく地域生活支援

事業に対する国庫負担金であり、説明欄に記載しているとおり各事業の歳出予算の２分の

１の額を計上してございます。訓練等給付費の大幅増により、昨年度を約３４０万上回る

５，７４９万５，０００円の計上でございます。 

２節から６節までは児童手当に係る負担金で、７節、子ども手当負担金は本年度から新

たに支給される子ども手当に係る負担金であり、負担率は説明欄に記載のとおりでありま

す。 

８節、児童手当及び子ども手当特例交付金につきましては、０歳から小学校修了前まで

の所得制限を越える該当者分の負担金であります。 

９節、国民健康保険基盤安定負担金につきましては、国保事業の保険者支援分とし 

て、交付されるもので、道費負担金と合わせて国保会計に繰り出しするものであります。

子ども手当の新設により、目全体で昨年度から５，５４０万円の増額となっています。 

次に、４２ページにまいりまして、１目、民生費国庫補助金の２節、児童福祉費補助金

の次世代育成支援対策交付金につきましては、子育て支援センター新設に伴い３５０万円

ほど多い４１０万円の計上であり、これについては、賃金等センター運営費に充当されま
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す。 

３目、土木費国庫補助金につきましては、本年度「訓子府町耐震改修促進計画」を策定

することから、全額の４００万円が計上されたことと除雪用トラックの購入補助２，１０

０万円の計上のため、前年より約１，９５０万円多い４，０７５万円の計上となっており

ます。 

４目、教育費国庫補助金では、訓小校舎耐震補強事業の完了により、大幅減となってお

ります。 

また、訓小、訓中とも準へき地指定校の指定が外れることから、へき地児童援助費等補

助金が昨年度予算で合せて４万４，０００円でしたが、本年度から廃止となっております。 

一番下の廃目となった事業は、地デジ中継局にかかる補助金分でございます。 

次、４４ページにまいりまして、１目、民生費道負担金の１節、社会福祉費負担金にあ

ります３項目目の障害者福祉費負担金２，８７４万７，０００円の計上につきまして 

は、国庫負担金と同様、障害者自立支援法に基づく地域生活支援事業に対するものであ 

り、説明欄に記載しておりますとおり道の負担率は４分の１となっております。 

その下の２節から次ページ５節につきましては、児童手当に対する道の負担金であ 

り、６節は子ども手当に対する負担金であります。 

７節、国民健康保険基盤安定負担金については、国保税の低所得者軽減額の４分の３と

保険者支援金の合算額が交付されるものでありまして、前年より５０万円ほど多い１，７

１３万６，０００円の計上となっております。 

その下の８節、後期高齢者医療保険基盤安定拠出金１，２５１万８，０００円につきま

しては、広域連合に納付する保険料等負担に含まれる低所得者の保険税軽減額の４分の３

が、道の負担金として、交付されるものですが、この拠出金と残りの町費負担分４分の１

を加えた１，６６９万１，０００円については、事務費と合わせて、後期高齢者医療特別

会計へ繰り出しすることになるものであります。 

次、４６ページの道補助金にまいりまして、１目、総務費道負担金では、昨年度採択さ

れ、地域再生チャレンジ交付金として、補正計上いたしましたが、名称が変更となり、地

域づくり交付金として、当初予算で計上し、担い手対策事業などに充当いたします。 

２目、民生費道補助金の１項、社会福祉費補助金では、地域活動支援センターの就労継

続支援Ｂ型への移行により、本年から計上がなくなっていることから、昨年より２５０万

円少ない８１１万６，０００円の計上となっております。 

２節、児童福祉費補助金では、子育て支援センターの開設経費として、一番下になりま

すが１５０万円の計上となっております。 

 次に、４７ページにまいりまして、３目、衛生費道補助金では、妊婦健康診断の事務補

助が、昨年度は補正予算対応でしたが、本年度は１４２万５，０００円を当初予算計上と

なっております。 

４目、農林水産業費道補助金の１節、農業費補助金では、農地・水・環境保全向上対策

事業費補助金を当初予算で計上しており、２節、林業費補助金では、豊坂の沢小規模治山

事業に係る補助金７５０万円が、新たに計上となっております。 

 ５目、商工費道補助金の 1 節、商工費補助金では、昨年度は年度途中で補正対応した３

事業につきまして、本年度は当初予算での計上となっております。緊急雇用創出推進事業
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補助金は、短期雇用となりますが、保安林整備で３名、居武士小学校・訓子府中学校臨時

講師各１名、スポーツ施設屋外管理１名の人件費に充当されます。その下のふるさと雇用

再生特別対策事業補助金は、昨年に引き続き、町有林立木調査３名の人件費などに充当さ

れます。 

４８ページにまいりまして、１目、総務費委託金の３節、選挙費委託金で、知事･道議会

議員選挙委託金が新たに計上されており、４節の統計調査委託金につきましては、本年度、

国勢調査の実施に伴い、昨年より２００万円ほど多い３９９万２，０００円予算計上とな

っております。 

 ５０ページの２目、不動産売払収入では、鉄道跡地売却終了により、科目計上となって

います。 

 次、５２ページにまいりまして、１項の基金繰入金につきましては、総額では前年より

１億５，５００万円ほど多い３億８，４４６万３，０００円の計上となっております 

が、１目、財政調整基金繰入金２億円と２目、社会資本整備基金繰入金１億円、合計３億

円については、備荒資金組合への運用替えであり、実質的な基金の繰り入れは、８，４４

６万３，０００円で大幅減となっております。 

 次、５３ページにまいりまして、３目、介護保険特別会計繰入金４０８万８，０００円

につきましては、地域包括支援センターの職員人件費を一般会計で支出していることか 

ら、ルール計算により介護保険会計から繰り入れするものであります。 

 ５９ページに参りまして、１目、農業生産基盤整備事業推進交付金の持続的農業･農村作

り促進特別対策事業推進交付金１，２４８万円の計上につきましては、道営畑総事業の受

益者負担軽減のために交付される道費補助分が、北海道土地改良団体連合会経由で交付さ

れるものでありまして、国の事業予算削減の影響から昨年より大きく減少しております。 

次に、６０ページに参りまして、５目、雑入で、前年より７５０万円ほど少ない４，８

６８万２，０００円の計上となっております。増減の主なものを申します。まず、減額に

なるものとしましては、いきいきふるさと推進事業助成金の当初予算を見送ったことと新

エネルギービジョン策定事業の終了であります。 

新規計上になったものとしましては、上から４項目目に、地上デジタル放送事業者償還

金１６１万１，０００円を計上しております。これは、昨年実施した地デジ中継局整備事

業補助残分を過疎債充当しており、交付税措置されない本町負担分について、民放４社で

負担するものです。 

また、下から６つ目の経営安定化対策基盤整備緊急支援事業助成金として、１４９万円

の計上につきましては、補正予算でも説明いたしましたが、土地改良事業負担金償還に係

る利子助成で、昨年度途中に制度化されたものであります。 

 次に、６１ページにまいりまして、町債についてでありますが、１４ページの第３表で

説明をしましたとおり８件分の町債で、合わせて２億３，３８０万円の計上となっており

ます。内訳としましては、過疎債が６事業で２，１４０万円、臨時財政対策債が１億６，

８００万円、上水道整備事業債が４，４４０万円となっております。なお、上水道整備事

業債につきましては、５０％が交付税措置されることとなっております。 

 以上で歳入についての説明を終わります。 

 続きまして、６２ページからは歳出の事項別明細書になります。 
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なお、歳出におきましても特徴的なもののみ説明をさせていただきますので、ご理解を

いただきたいと思います。 

 それでは、６２ページの１款、議会費をご覧ください。 

議会費では、手当の見直しによる議員人件費の減などにより、議会費全体で前年より４

６万円ほど少ない３，６９５万９，０００円の計上となっております。 

続きまして、２款、総務費にまいります。 

まず、６６ページ、一般管理費の経費区分６、庁舎等維持管理経費の１１節、需用費に

あります燃料費と光熱水費につきましては、昨年当初予算計上時と比較して、単価が大幅

に下がっている関係から減額計上となっており、これは、他の施設でも同様の理由で昨年

よりも減額となっておりますので、ご承知おきいただきたいと存じます。 

 次に、経費区分７、姉妹町交流事業では、昨年の交換留学や特産品宣伝紹介事業に加 

え、本年度は一般町民を対象とした派遣交流事業を充実することとし、これに係る交付金

と旅費を増額した結果、前年より５０万円ほど多い１７４万５，０００円の計上となって

おります。 

 次、６７ページにまいりまして、経費区分１０、各種基金積立金では、利息分に加え社

会資本整備基金に２，０００万円、新設した地域活性化に結びつくソフト事業に充当する

地域活性化基金に３，０００万円を予算積立するとともに、次の経費区分１１では、基金

運用のため北海道市町村備荒資金組合に負担金として、３億円を計上しております。 

次、６９ページにまいりまして、財政管理費では、公会計システムの導入業務が終了し

たことから、大幅な減額計上となっております。 

次、７０ページにまいりまして、財産管理費では、鉄道跡地用地の境界測量が終了した

ほか、墓地用地の取得事業が昨年度で終了したことから、昨年より２，０００万円ほど減

少して全体で１，３６７万１，０００円の予算計上となっております。なお、売却した鉄

道跡地のうち大町区域について、本年度砂利を撤去することから、機械借上料を計上して

おります。 

 次、７３ページにまいりまして、公有林管理費の経費区分１、町有林管理事業、１２節

の火災保険料につきましては、本年度の火災保険料の更新面積が、多いため前年より１２

０万円ほど多い１４５万９，０００円の計上となっております。 

また、１３節、委託料の管理業務については、昨年に引き続き町有林のツル切り・枝打

ち業務を季節労働者の雇用対策を兼ね実施しようとするものであります。 

経費区分２と経費区分３の町有林整備事業につきましては、それぞれ施業計画に基づき

造林事業を実施するものであります。その中で経費区分２の１３節、町有林立木調査等管

理業務１，４５５万４，０００円につきましては、昨年度途中から実施している３ヵ年事

業で、森林組合への委託事業であり、国のふるさと雇用再生特別対策事業補助金を活用し

３名の長期雇用を実現しております。 

 ７５ページにまいりまして、保安林管理費の経費区分２、保安林整備事業の１３節、森

林環境整備業務では、国の緊急雇用創出推進事業補助金を活用し３名を短期雇用し、防風

林のツル切り、枝打ち等を実施するもので、３０６万９，０００円を新たに計上しており

ます。 

次、７６ページにまいりまして、住民活動費につきましては地上デジタル放送テレビ中
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継局整備工事の完了により、予算が５，７５０万円ほど減少しています。また、７７ペー

ジ、経費区分２、住民活動促進事業では１９節、３段目の町内会連絡協議会活動費補助金

以下４事業については、昨年まで交付金としておりましたが、事業の性質上、補助金に名

称変更するとともに、各町内会活動費補助金及び各実践会活動費補助金については、財政

健全化戦略プランに基づき減額計上してございます。 

次、８１ページにまいりまして、住民安全対策費の経費区分１及び２の１９節の一番下

になります交通安全協会補助金、防犯協会補助金については、財政健全化戦略プランに基

づき減額計上しています。 

 次、８３ページにまいりまして、企画費の経費区分１、地方交通対策経費の１３節、委

託料にありますバス待合施設設置業務２４２万２，０００円につきましては、日出市街地

区の２箇所にバス待合小屋を設置するためのものでございます。 

また、町内移動交通システム試験運行業務委託６０万円につきましては、本年度試験運

行する乗合タクシーの事業者への調査業務委託であり、オペレーターの雇用時間延長分な

どを想定し、月５万円を見込んで予算計上しております。 

１９節のバス通学定期等運賃補助７９４万につきましては、通学定期については、３分

の１の補助であり、通院は昨年が月５回以上利用を対象としていましたが、本年度は３回

に緩和して、これについては、運賃の４分の１を補助しようとするものであり、実績に基

づき減額計上しております。 

経費区分３、企画一般経費の１９節、北網地域活性化協議会負担金の１０２万９，００

０円の計上につきましては、道費と２市８町で総額２億円を観光振興を主体とし、平成２

５年度まで計画的に実施する広域事業でございます。本年度は、北網１０市町プロモーシ

ョンのＢＳ１時間番組２本を製作放送する経費５，０００万円と首都圏での物産ＰＲ事業

６００万円の２事業に係る本町負担分の計上であります。 

経費区分４、まちづくり推進一般経費の８節、報償費の６０万の計上につきましては「ま

ちづくり委員会」の協議の中で、住民参画のために常設組織が必要との見解が出され、そ

れらの仕組みづくりのためのアドバイザーに対する謝礼などの予算計上でございます。 

加えて、１９節、負担金、補助及び交付金では、新たに派遣研修経費を計上しておりま

す。 

また、昨年に引き続き元気なまちづくり総合補助金として、２団体分１００万円を計上

しております。 

 次に、８７ページにまいりまして、税務総務費では、経費区分１、固定資産評価経費の

１３節、委託料については、平成２４年度評価替えに向けた固定資産税標準地鑑定業務に

係る委託経費として、新たに２８４万６，０００円を計上しております。 

次、９１ページにまいりまして、戸籍住民登録費では、１８節、公的個人認証サービス

用機器３３万５，０００円を計上しておりますが、現機器のメーカー補償切れ及び行政シ

ステムオンラインのセキュリティー強化により、全国的に足並みを揃え、対応機器を更新

するものであります。 

次、１０１ページにまいりまして、統計調査総務費につきましては、本年度は国勢調査

があるため、経費区分１として、別途３９２万円を予算計上しております。 

続きまして、３款、民生費にまいります。 
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ここで、時間の関係から再度、お断り申し上げたいと思いますが、各団体への補助奨励

費や扶助費の内容及び前年度との比較につきましては、別冊でお配りしております各会計

予算案の説明資料にまとめておりますので、これらに係る説明は特徴的なもののみとさせ

ていただきます。 

 それでは、１０５ページ、社会福祉総務費の経費区分２、国民健康保険特別会計繰出金

では、前年より増額計上となっておりますが、これは、国保会計の収支不足額３，５９８

万２，０００円を一般会計で補てんすることによるものであります。 

次、１０６ページにまいりまして、経費区分１０の自立支援サービス事業の２０節、訓

練等給付費が前年より７８０万円増加していますが「きらきら本舗」の就労継続支援Ｂ型

移行による増となっております。 

次、１０７ページにまいりまして、経費区分１１の地域生活支援事業の１３節、委託料

については、移動支援事業、日中一時支援事業の利用者・利用料の増により、全体で２３

０万円ほど増の３３９万５，０００円の計上であり、昨年まで１９節で計上していた地域

活動支援センター運営費補助金は、先ほど説明のとおり就労支援事業所に移行するた 

め、計上されておりません。 

１０９ページにまいりまして、老人福祉費の経費区分３、敬老事業につきましては、開

催方法について協議し、節目の方を対象とし、食事をしながら参加者同士が交流できる内

容としており、参加者の増を見込んで総額７６万１，０００円を計上しております。 

経費区分４、訓子府福祉会支援事業の訓子府福祉会交付金につきましては、債務負担行

為の議決をいただいております「くんねっぷ静寿園」の建設事業等の借入金償還金に対す

る交付金であり、これについては、元年借入分償還が終了したことから、１，２５０万円

ほど減額となっています。その下のくんねっぷ静寿園施設改修費補助金２７０万円につき

ましては、暖房配管設備の改修工事に対する補助金でございまして、予定事業費８１１万

円の３分の１を補助しようとするものでございます。 

次、１１０ページにまいりまして、経費区分７、高齢者在宅サービス事業にあります１

１節、需用費が１２０万円ほど減となっておりますのは、ガス警報器の取替修繕事業の終

了したことによるものでございます。 

また、１３節、委託料では、配食サービスの増が見込まれることなどから、全体で昨年

より８５万円ほど多い８３０万９，０００円を計上しております。 

次、１１１ページにまいりまして、経費区分１３、後期高齢者医療特別会計繰出金につ

きましては、歳入、民生費道負担金、後期高齢者医療保険基盤安定拠出金で説明しました

保険基盤安定拠出金分１，６６９万２，０００円に、事務費分４８９万４，０００円を加

えた２，１５８万６，０００円の計上となっております。 

次、１１６ページの児童福祉総務費では、あさひ保育園の統合に伴い、季節保育所運営

関連予算がなくなっていることから、昨年と比較して大幅減となっております。 

１２０ページの児童福祉施設費では、あさひ保育園の統合に伴い、常設保育所運営に係

る経費は全体で昨年よりも１８０万円ほど多い３，５４３万１，０００円となっておりま

す。 

次、１２２ページの児童措置費では、子ども手当創設により、全体予算で昨年より大幅

増の９，１０３万５，０００円の計上でございます。 
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次、１２６ページの子育て支援センター費では、本年度開設するセンターのトイレ改 

修、廊下間仕切り、クロス張替えなど施設改修経費、ベビーベット、絵本棚など備品購入

経費、センター長、臨時保育士１名分の賃金など運営経費を新たに計上するもので、合計

１，４２９万３，０００円の計上でございます。 

続きまして、４款、衛生費にまいります。 

まず、１２９ページ、保健衛生総務費の経費区分５、育児支援事業につきましては、子

育て支援センター開設により遊びのひろば予算の組替計上により、昨年から５０万円ほど

減額となっております。 

１３０ページにまいりまして、経費区分８、保健衛生一般経費では、７節で職員の育児

休業に伴い臨時栄養士１６日分の賃金を計上しております。 

１３１ページにまいりまして、経費区分１０、水道事業会計出資事業では、本年度実施

する代替水源施設整備事業１億３，３４３万１，０００円の３分の１を水道会計に出資す

るものでございます。 

次、１３３ページにまいりまして、経費区分３、検診・検査事業の１３節、委託料で 

は、子宮ガン・乳がんの無料検診枠を拡大するとともに子宮がんの自己負担額を引き下げ

て受診率の向上を図り、また、新たに肺がん発見率の高いヘリカルＣＴ検査助成を実施 

し、総体の医療費抑制につなげるため、昨年よりも１１０万円ほど多い６９２万５，００

０円を計上しております。 

１３４ページにまいりまして、経費区分４、健康相談・健康教育事業では、管理栄養士

による個別相談・健康教育や生活習慣病予防教室を実施することから、昨年より２４万円

多い８０万８，０００円の計上となってございます。 

次、１４３ページにまいりまして、し尿処理費の経費区分１、し尿処理事業では、昨年

当初予算では１９節で計上しておりましたが、６月議会で組み替えしたとおり土地･建物 

が、北見市に帰属している関係上、スクラムミックス事業し尿等処理委託料として、１，

１５０万４，０００円を計上しております。 

また、経費区分２のし尿施設整備事業では、し尿処理施設整備に係る事業費の本町負担

分として１、３４万２，０００円の計上でございます。 

５款、労働費は例年と大きく変わりありませんので、説明を省略させていただきます。 

続きまして、６款、農林水産業費にまいります。 

まず、１５１ページにまいりまして、農業振興費では、経費区分２、農業振興事業の１

９節、農業技術対策事業費補助金で、にんにくの産地化形成のため種子代助成として、新

たに計上したことから、昨年と比較して８８万円増の１４８万円の計上であり、その下の

農業振興対策事業費補助金は、昨年度途中から実施しておりますが、スノーマーチ振興経

費の計上のため、２０万円増の１００万円の計上となっております。 

２２節の一番下、気象（湿害）災害対策資金利子補給として、１１７万３，０００円を

計上しております。これは、昨年１２月の第４回定例町議会で債務負担行為のご決定をい

ただいたものであり、融資総額９，８０５万円、被災農業者３９戸に係る利子補給でござ

います。 

経費区分３、農業後継者育成事業の農業振興連絡協議会負担金４０万円につきまして 

は、昨年度から取り組んでおります戦略的大学連携支援事業の北大サテライトに係る負担
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金であります。 

経費区分４、農業振興対策一般経費の１９節、北見地区農業振興連絡協議会負担金につ

きましては、昨年より１６０万円ほど少ない８６万８，０００円の計上となっております。

これにつきましては、牛の哺育センターに係る負担調整が昨年限りだったため、減額とな

るものであります。 

次、１５３ページにまいりまして、畜産業費の経費区分２、畜産振興事業では、１９節、

下から３段目ですが、乳牛導入１００周年記念事業費補助金として、記念誌発行、式典開

催経費に５万円を補助することとし、また、その下の酪農実習生受入推進事業費補助金１

０万円の計上につきましては、この事業が酪農家の労働負担の軽減にとどまらず、農業後

継者の配偶者対策としての効果にも大きく期待ができることなどから、本年度改めて計上

させていただいたものであります。 

次に、１５５ページにまいりまして、農業基盤整備事業費の経費区分１、農業基盤整備

事業につきましては、国の事業予算削減の影響から、昨年より大きく減少しております。

特に、２地区ございます道営畑総事業につきましては、本年度で事業完了予定でした 

が、この予算規模では、先送りは確実な状況となっております。 

一番下の経営安定化対策基盤整備緊急支援事業補助金は、土地改良事業に係る負担金償

還金の利子助成で、全額補助となっております。 

１５６ページの経費区分３、農業基盤整備一般経費の４節、共済費及び７節、賃金の新

規計上については、次期畑総事業採択に向けた計画策定、申請業務等による事務量増を見

込み臨時事務員雇用に係る経費を計上したものであり、１９節、用水路分離サイホン整備

事業負担金につきましては、土地改良区で実施する清住地区の川南幹線用水路サイホン整

備調査設計費の５０％、１００万円を計上するものでございます。 

経費区分４、下水道事業特別会計繰出金につきましては、繰上償還に伴う借換債の借り

入れが前年度で完了したことなどにより、昨年から９００万円ほど少ない８，９０８万７，

０００円の計上となっております。 

次に、１５９ページにまいりまして、農業交流センター費の８節、報償費では、交流セ

ンターを核とした地産地消の取り組みや農業者を中心とした交流プロジェクトの企画・立

案・実施に係る講師への謝礼として、２４万円を計上しております。 

次に、１６１ページにまいりまして、牧場費では、経費区分３で、調査設計を終え 

て、本年度から着工する道営草地整備事業に係る負担金として、５００万円を計上してご

ざいます。 

次に、１６５ページにまいりまして、林業振興費の経費区分４、小規模治山事業は、現

在、道費で実施中の豊坂の沢治山事業の効果をより一層高めるため、その上部に位置する

箇所の治山事業について、道の２分の１の補助を受けて、工事を実施するもので、総額１，

５００万円を計上しております。 

続きまして、７款、商工費にまいります。 

１６７ページにまいりまして、商工業総務費では、消費者相談業務の充実を図るととも

に、被害防止のためのパンフレットを配布することとしており、総額で昨年より６０万円

ほど多い６６万７，０００円の計上でございます。 

次、１６９ページ、商工業振興費の経費区分４、新エネルギー導入促進事業として、総
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額２０万７，０００円を計上しております。これは、新エネルギーに係るビジョン策定が

終了したことから、本年度は公共施設における新燃料用ボイラーの導入に向けた調査経費

を計上しております。なお、この予算については、本議会中に追加提案を予定しておりま

す国の補正予算事業である「緑の分権改革推進事業」による新エネルギービジョン実証調

査の状況を見定めた上で、実施することとしているものでありますので、ご理解を賜りた

いと思います。 

続きまして、８款、土木費にまいります。 

１７３ページの車両運行管理費では、経費区分５で冬道の安全確保のため、除雪用トラ

ック導入経費として、３，５２０万１，０００円を計上しております。 

次に、１７７ページの道路維持費、経費区分１の町道補修事業につきましては、２１年

度繰越事業として、振替えて、舗装道路補修５３２万４，０００円を計上しておりますの

で、実質は前年度より３００万ほど増額となっています。 

経費区分２、町道除排雪事業及び経費区分３、町道維持管理事業で、町職員の退職に伴

い臨時職員１名を雇用することから、前年度よりも増額計上となっています。 

次、１７９ページにまいりまして、道路新設改良費では、新規事業がないことから予算

計上は大きく減少しております。 

なお、繰越事業として、道路新設改良事業２，６５０万円を補正計上しております。 

次、１８３ページにまいりまして、河川総務費では、日の出排水整備事業完了によ 

り、大幅減となっておりますが、これにつきましても繰越事業として、河川改修整備事業

５００万円を補正計上しております。 

次、１８５ページにまいりまして、公園費では、全体で昨年より１００万円ほど多い１，

７４３万２，０００円の計上となっておりますが、これにつきましては、経費区分１のレ

クリエーション公園管理事業の１８節、維持管理用備品として、手押し式芝刈り機４７万

３，０００円の計上。それと経費区分２の各公園施設等管理事業の１３節、委託料の２項

目目にあります中央公園樹木枝払い業務４８万６，０００円の計上が要因となっておりま

す。 

枝払い業務につきましては、昨年実施した樹木診断結果に基づくもので、危険度の高い

樹木の伐採はすでに終わっており、今回、安全確保と樹木保全の観点から、予算措置する

ものであります。 

１８６ページにまいりまして、住宅管理費では、全体で昨年より２００万円ほど少ない

計上となっております。これは、火災報知機設置事業の終了と年次的にやっております屋

根塗装経費を２１年度繰越事業で計上したことによります。 

次、１８９ページにまいりまして、住宅建設費の経費区分１、公営住宅改修事業の１５

節、工事請負費につきましては、昨年に引き続き、末広団地１棟３戸をリフォームするほ

か、団地内通路等の整備のため住宅１棟３戸の解体工事として、合わせて３，６８０万円

を計上しております。 

また、経費区分２、耐震改修促進計画策定事業４００万円の計上につきましては、町全

体の建築物の耐震化率を向上するための計画策定が全市町村に要請されており、１０割補

助で実施することとしております。 

続きまして、９款、消防費にまいります。 



 - 26 - 

まず、１９０ページの消防組合費総体では、前年より２７０万円ほど増額になっており

ます。主な要因を申し上げます。まず、１９３ページの支署費の経費区分１、消防職員給

与費で、職員の定期昇給などにより、１５０万円ほど増額になっているほか、１９４ペー

ジの経費区分３の消防施設設備管理経費では、１８節、消防備品として、空気呼吸器３基

の導入経費の計上があったことなどによる増であります。 

次に、２０５ページにまいりまして、災害対策費では、１１節、印刷製本費で洪水ハザ

ードマップ２，５００部の印刷費として、２６万３，０００円を計上しております。 

続きまして、１０款、教育費にまいります。 

まず、２０９ページにまいりまして、事務局費の経費区分１、語学指導助手配置事業で

は、昨年に引き続き、語学指導助手を配置することとし、所要額を予算計上させていただ

いております。 

 次、２１０ページにまいりまして、経費区分４、学校教育等一般経費の１９節、負担金

補助及び交付金の上から６項目目にあります、北海道訓子府高等学校教育振興会議交付金

では、昨年に引き続き、学校存続に向けた振興支援を行うため、通学定期代自己負担額の

半額助成である通学支援費と新入生に対する教科書代の補助を含めた入学準備支援、さら

には、進路指導強化対策等の支援を引き続き行うこととし、総額で１，０９８万８，００

０円を計上しております。 

 また、２３年度からの新学習指導要領の改正に伴い、上から５項目に小学校の教科用図

書を採択する協議会への負担金として、６万５，０００円を計上しております。 

 次、２１５ページにまいりまして、小学校の学校管理費、経費区分１の臨時講師配置事

業につきましては、昨年度は訓子府小学校に１名を配置、特別な支援が必要な児童が増加

していることから、特別支援教育支援員２名を配置しておりましたが、本年度はその３名

に加え、居武士小学校に特別支援学級が新設され、また、全学年で複式学級となることか

ら、新たに１名臨時講師を配置することとし、合わせて４名分の臨時講師等の賃金を計上

しております。 

 また、経費区分３、学校施設維持管理事業では、訓小校舎耐震補強工事が終了したため、

全体で昨年より１億５，５００万円ほどの減となっております。 

 次、２２１ページにまいりまして、中学校の学校管理費の経費区分１、臨時講師配置事

業につきましては、小学校同様、昨年に引き続き、臨時講師１名を配置することとし、予

算計上しております。 

 次、２２７ページにまいりまして、幼稚園費の経費区分１、幼稚園運営事業の７節、賃

金にあります保育補助員では、昨年は４歳児、５歳児それぞれに保育補助を必要とする園

児がおりましたが、本年度は５歳児のみであることから、１名減となっており、１０５万

円ほど少ない予算計上であります。 

また、２２８ページの経費区分２、幼稚園施設管理事業の１１節、修繕料では、昨年、

高圧受電設備と屋外遊具の修繕費を計上していたことから、昨年より３２０万円ほど少な

い１７万４，０００円の計上となっております。 

 次、２３１ページにまいりまして、社会教育総務費の経費区分３、青少年教育推進事業

では、１節、報酬と７節、賃金に、学校支援地域本部事業に係る協議会委員報酬やコーデ

ィネーター賃金を引き続き計上しております。 
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また、１９節、産業後継者教育推進協議会交付金として、農業者をはじめとする産業後

継者の国内研修等を実施する協議会に対し、交付金１００万円を引き続き計上しておりま

す。 

次、２３２ページにまいりまして、経費区分６、芸術･文化振興事業では、町民芸術劇場

を隔年で実施することとしているため、８節、報償費の予算計上が大きく増額しておりま

す。 

また、秋の文化祭が６０回目を迎えることから、映像資料製作のため、１３節、委託料

２１万７，０００円を新たに計上しております。 

１９節では、柏丘・弥生実践会で発刊される部落史発刊補助金として、４０万円が新た

に計上となっております。 

 次、２３５ページにまいりまして、公民館費の１１節、修繕料１４５万８，０００円に

は、陶芸釜修繕３１万円、視聴覚室床面修繕１８万２，０００円、非常用発電装置電池取

替４１万５，０００円が含まれております。 

 次、２３７ページにまいりまして、図書館費の経費区分２、図書館活動事業では、読書

活動推進のため、講演会を開催する経費として、８節に講師謝礼１０万円を計上しており

ます。 

次、２４１ページにまいりまして、体育施設費の経費区分１、スポーツセンター管理事

業の１１節、修繕料については、昨年キュービクル交換経費が計上されていたことか 

ら、昨年より２４０万円少ない３０万円の計上となっております。 

経費区分２の温水プール管理事業の１１節、修繕料については、昨年プール塗装経費な

どが計上されていたことから、昨年より１２６万円少ない５４万円の計上となっておりま

す。 

１３節、委託料では、国交省から示されている技術的助言に基づき、プール室内天井崩

落診断業務委託経費３１万５，０００円を計上しております。 

また、２４３ページの経費区分４、屋外運動施設管理事業では、野球場グランドの水は

けが悪いことから、水中ポンプの購入経費として、１８節、施設用備品で４万５，０００

円計上しております。 

次、２４５ページにまいりまして、給食センター費の経費区分３、給食センター一般経

費の１１節、修繕料では、地下燃料タンク修繕費５２万円、高圧受電設備更新費９４万５，

０００円を含む１８１万７，０００円の計上となっております。 

続きまして、１１款、公債費にまいります。 

２４８ページをご覧いただきたいと思いますが、１目の元金については、起債の償還元

金として、６億８，９３７万３，０００円を計上しております。昨年は繰上償還金８，９

００万円が含まれておりましたので、実質的には昨年より６，６００万円ほど少ない計上

であるといえます。 

 続きまして、１３款、給与費にまいります。 

給与費につきましては２５４ページと２５５ページになりますが、町長・教育長と一般

職に係る人件費をここに計上してございます。 

６節の退職金手当組合負担金について３年ごとの精算年にあたり、昨年より２，６７０

万円ほど増額となっていることから、総額で前年と比較して１，９５０万円ほど多い７億
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５，７１７万２，０００円の計上となっております。 

この給与費に、選挙費に計上した職員手当と議員や各種委員の報酬等を加えた人件費の

総体予算については、２６５ページに給与費明細書を添付しておりますので、ご覧をいた

だきたいと存じます。この明細書は、地方自治法に基づく書式であり、報酬、給料、手 

当、共済費などのほか、手当の種類ごとに前年比較ができるように調製したものでありま

すが、時間の関係もございますので後ほどご覧をいただくこととし、説明は省略させてい

ただきたいと存じます。 

 続きまして、２５７ページからは、これまでにご決定をいただいた債務負担行為に本年

度分を加えた調書でございまして、２６３ページの計の欄にありますように、本年度以降

の支出予定額は、３億５，９９３万１，０００円となっております。そのうち一般財源と

しては、２億７，１７８万２，０００円が必要となっております。 

 なお、本年度分の支出予定額につきましては、説明資料の２２ページ以降に一覧でまと

めておりますので、後ほどご覧をいただければと存じます。 

続きまして、２６４ページは地方債の年度末現在高に関する調書でございます。合計欄

の右側にございますように本年度末の現在高見込み額は、５３億２，３２０万９，０００

円となっております。 

 以上、総額を３９億６，５６０万円とする平成２２年度の一般会計予算案について、説

明申し上げました。時間の関係もあり、詳細の説明はできませんでしたが、厳しい財政状

況の中、予算全般にわたり、行政コスト削減のための見直しを図りつつ、町民の福祉や次

代を担う子どもたちに係る教育予算に配慮しながら予算編成をさせていただきました。 

 説明不足の点につきましては、お詫びを申し上げ、後は、質疑等で補足させていただき

ますので、ご審議の上、ご決定を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（橋本憲治君） ここで、昼食のため、休憩をいたしたいと思います。 

 午後１時からご参集をお願いします。 

 

休憩 午前１１時４１分 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（橋本憲治君） それでは、定刻になりました。 

休憩を解き、会議を継続いたします。 

次に、議案第１２号 平成２２年度 特別会計予算の説明に入ってまいります。 

 福祉保健課業務監。 

○福祉保健課業務監（八鍬光邦君） 各会計予算書の２７０ページをお開き願います。 

 議案第１２号 平成２２年度訓子府町国民健康保険特別会計予算につきまして、別冊の

予算案の説明資料を含めてご説明申し上げます。 

予算書に入ります前に、別冊の「各会計予算案の説明資料」３ページをお開きいただき

たいと思います。 

 その上段に、国保会計の予算編成にあたっての基本的な考え方について記載しておりま

す。 

 まず、歳入でありますが、国保税につきましては、国の改正に合わせた限度額の引き上
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げをはじめ、国保税率についても引き上げを検討しておりますが、これらの改正等につき

ましては、昨年のまちづくり懇談会等でいただいたご意見や今後、議員の皆様のご意見も

お聞きし、総合的に決断して参りたいと考えておりますので、ご理解を賜りたいと存じま

す。従いまして、当初予算における国保税につきましては、現行税率により計上させてい

ただいております。 

国庫支出金及び療養給付費等交付金につきましては、保険給付費を基礎として、積算し

た額を計上しております。 

道支出金については、道の調整交付金等を計上しております。 

 ６５歳以上７５歳未満の前期高齢者に対する交付金として、前期高齢者交付金を計上し

ております。 

一般会計繰入金につきましては、従来からのルールによる繰り入れのほか、財源調整に

要する財政調整基金の不足額の補てん分を繰入金として、昨年度に引き続き計上しており

ます。 

 次に、歳出でありますが、前年度の医療費実績見込み等から推計した保険給付費及び介

護保険第２号被保険者に係る介護納付金等を計上したほか、前期高齢者納付金、後期高齢

者支援金等、保健事業費では、特定健診に係る費用を計上しております。 

 なお、老人医療費拠出金につきましては、老人保健制度の廃止に伴い過年度精算分のみ

の計上としております。 

 資料の９ページの下から４行目には、国保会計の財政調整基金保有状況を記載しており

ます。平成２０年度末から、基金は底を付いている状況でありますが、今年度につきまし

ては、従来どおり一般会計から繰り入れる普通交付税に算入されている財政安定化支援分

２７０万円と預金利子１，０００円を積立し、平成２２年度末の保有見込額は、一番右側

に記載しております２７０万１，０００円となる見込みであります。 

また、同じ資料の２８ページから３２ページにわたり、国保会計の概要をそれぞれ記載

しておりますが、この資料の内容につきましては、説明は省略させていただきます。 

それでは、予算書の２７０ページに戻りまして、内容をご説明申し上げます。 

議案第１２号 平成２２年度訓子府町国民健康保険特別会計予算の第１条では、予算の

総額を歳入歳出それぞれ８億９，４１０万円と定めるものであります。この予算は、前年

度当初と比較しまして、２，４３０万円、約２．６％の減額計上となっております。 

第２条では、一時借入金の借入限度額を前年度同額の３，０００万円と定めるものであ

ります。 

第３条では、歳出予算の流用についての定めでありますが、予算に過不足が生じた場合

の流用の方法は、従来と同様とするものです。 

次に、２７１ページから２７６ページにつきましては、款項ごとにそれぞれ額を記載し

ておりますので、ご覧いただくこととしまして、２７８ページ以降の事項別明細書によっ

て、その特徴的なものに限って説明させていただきますので、あらかじめお許しをいただ

きたいと思います。 

はじめに、２７８ページの歳入から説明させていただきます。 

まず、１款、国民健康保険税、１項、１目の一般被保険者国民健康保険税であります 

が、総額では、前年度比１，３９２万９，０００円減の２億４，６３０万８，０００円を
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見込んでおります。 

１節の医療給付費分現年課税分につきましては、世帯数で９９６世帯、被保険者数は２，

４４７人を見込んで、現行税率により算定し、その額から低所得者軽減分、限度額超過分

などを差し引きし、収納率を９８％と見込み、１億８，１４６万１，０００円を計上して

おります。 

２節の医療給付費分滞納繰越分につきましては、前年度同額の１００万円を計上してお

ります。 

次に、３節の後期高齢者支援金分現年課税分につきましては、一般被保険者の国民健康

保険税と同様の計算式に基づき算出し、４，４１１万８，０００円を計上しております。 

次に、２７９ページ、５節の介護納付金分現年課税分につきましても、一般被保険者の

国民健康保険税と同様の計算式に基づき算出し、１，９７２万７，０００円を計上してお

ります。 

次に、２８０ページから２８１ページまでの２目の退職被保険者等国民健康保険税であ

りますが、世帯数を４６世帯、被保険者数は８８人と見込み、現行税率により計上してお

ります。 

１節の医療給付費分現年課税分５６６万円、３節の後期高齢者支援金分現年課税分１３

１万６，０００円、２８１ページ５節の介護納付金分現年課税分８５万１，０００円など

を合わせて、総額で、前年度比で２７万６，０００円減の７８３万円を計上しております。 

次に、２８２ページ、２款、国庫支出金、１項、国庫負担金、１目の療養給付費等負担

金につきましては、補助対象医療費等の３４％相当額が国から交付されるものですが、現

年度分、過年度分を合わせ、前年度と比較して５５４万９，０００円減の１億７，５６２

万円を計上しております。 

２目の高額医療費共同事業負担金につきましては、高額医療費拠出金に対する国の負担

分４分の１の６８９万６，０００円を計上。 

３目の特定健康診査等負担金につきましては、特定健診の対象経費の国負担分３分の１

の９４万７，０００円を計上しております。 

次に、２８３ページの２項、国庫補助金、１目の財政調整交付金でありますが、このう

ち、財政力格差調整のため交付されます普通調整交付金につきましては、過去の実績から

３，１００万円を計上し、特別調整交付金につきましては、４４万７，０００円を計上し

ております。 

 ２目の出産育児一時金補助金につきましては、緊急の少子化対策とし、平成２１年１０

月から当面２年間の暫定措置として、３８万円から４２万円に４万円引き上げになりまし

たが、この引き上げ額４万円の２分の１の２万円について国の補助がありますことから、

歳出と同じく２０件分を見込み４０万円を計上しております。 

 ３目の介護従事者処遇改善臨時特例交付金につきましては、介護従事者の処遇改善を図

ることを目的とし、平成２１年度に介護報酬の３％プラス改定がありましたが、この改定

に伴う介護保険料の急激な上昇を抑制する措置として、交付されるものですが、平成２１

年度は改定による上昇分の全額、平成２２年度は改定による上昇分の半額が措置されます

ことから、平成２１年度で交付された額の２分の１の３７万７，０００円を計上しており

ます。 
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次に、２８４ページ、３款、療養給付費等交付金につきましては、退職者医療制度の財

源で、各保険者の拠出により賄われ、社会保険診療報酬支払基金から、交付されるもので

すが、前年度比７６３万１，０００円減の２，３８１万９，０００円を計上しております。 

次に、２８５ページ、４款、前期高齢者交付金につきましては、保険者間の６５歳以上

７５歳未満の前期高齢者の偏在による不均衡を各保険者の加入者数に応じて、財政調整す

るための交付金として、前年度比３４３万５，０００円増の１億５，６０１万３，０００

円を計上しております。 

次に、２８６ページ、５款、道支出金、１項、道負担金、１目、高額医療費共同事業負

担金につきましては、高額医療費拠出金に対する道負担分４分の１の６８９万６，０００

円を計上。２目の特定健康診査等負担金は国庫支出金と同様に、特定健診の対象経費の道

負担分３分の１の９４万７，０００円を計上しております。 

次に、２８７ページ、２項、道補助金、１目の調整交付金については、国からの財源移

譲分を一定のルール計算により、調整交付金として交付されるもので、普通調整交付金は、

３，１７５万３，０００円を計上、特別調整交付金については、６７万９，０００円を計

上しております。 

次に、２８８ページ、６款、１項、１目の共同事業交付金につきましては、１件８０万

円を超える医療費を対象として、国保連合会が行う高額医療費共同事業により、１００分

の５９が交付されるもので、過去の実績を勘案し、前年度比４６１万円増の２，７５８万

６，０００円を計上しております。 

２目の保険財政共同安定化事業交付金につきましても、１件３０万円から８０万円まで

の医療費を対象とし、医療費実績などにより、国保連合会に拠出し、交付を受けるもので、

前年度比１，５８５万１，０００円減の１億８７万円を計上しております。 

次に、２８９ページ、７款、財産収入、１項、財産運用収入、１目の利子及び配当金に

つきましては、財政調整基金の利子として、１，０００円を計上しております。 

次に、２９０ページ、８款、繰入金、１項、基金繰入金、１目の財政調整基金繰入金に

つきましては、前段ご説明申し上げましたとおり平成２０年度末に基金は底を付いている

状況であることから、１，０００円の科目計上としております。 

次に２９１ページ、２項、他会計繰入金、１目の一般会計繰入金のうち、１節の保険基

盤安定繰入金は、前年度実績額により、保険税軽減分２，０９９万６，０００円と保険者

支援分５５５万９，０００円を合わせ、２，６５５万５，０００円。２節の出産育児一時

金繰入金は、５３３万４，０００円。３節の財政安定化支援事業繰入金は、２１年度普通

交付税措置実績額の２７０万円をそれぞれ町の負担分として、繰り入れするものでありま

す。 

４節のその他一般会計繰入金につきましては、国保会計の財源補てん分繰入金とし 

て、３，５９８万２，０００円。国保会計を運営するための事務費等に要する経費とし 

て、４１０万９，０００円を計上しております。 

２９５ページにとびまして、１０款、諸収入、３項、６目の雑入につきましては、特定

健診に係る自己負担額等８５０名分の１０２万円を計上しております。 

次に、歳出について説明させていただきます。２９６ページをお開き願います。 

まず、１款、総務費、１項、総務管理費、１目の一般管理費及び２目の連合会負担金に
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つきましては、国保一般事務に要する経費として、合わせて５８６万円を計上しておりま

す。 

 なお、１目の２５節、積立金では、財政調整基金積立金として、財政安定化支援事業分

と基金利子分を合わせて、２７０万１，０００円を計上しております。 

２９７ページから２９８ページまでの２項、徴税費及び３項、運営協議会費につきまし

ても、徴収事務及び運営協議会の事務的経費として、それぞれ２８万４，０００円と１１

万７，０００円を計上しております。 

次に、２９９ページになります。 

２款、保険給付費、１項、療養諸費の積算につきましては、前年度の給付と支払実績か

ら推計し、計上しておりますので、ご理解をお願いしたいと思います。 

まず、１目の一般被保険者療養給付費は、前年度比３００万円増の４億９，６００万円

を計上。 

２目の退職被保険者等療養給付費は、前年度比９００万円減の２，１００万円を計上し

ております。 

３目の一般被保険者療養費は、前年度同額の８００万円。 

４目の退職被保険者等療養費は、前年度比２０万円増の８０万円を計上しております。 

５目の審査支払手数料は、前年度の支払見込額から推計し、１６４万１，０００円を計

上しております。 

次に、３００ページの２項、高額療養費につきましても、療養諸費と同様に前年度の実

績により推計し計上しております。 

１目の一般被保険者高額療養費は、前年度比３００万円増の５，０００万円を計上、２

目の退職被保険者等高額療養費は、前年度比１４０万円減の３００万円を計上しておりま

す。 

 ３目の一般被保険者高額介護合算療養費は、国保連合会の事務の遅れなどにより前年度

実績がなかったことから、２ヵ年度分を見込み１８０万円増の２００万円を計上しており

ます。 

 また、４目の退職被保険者等高額介護合算療養費についても、一般分と同様に７万円増

の１２万円を計上しております。 

次に、３０２ページにとびまして、４項、出産育児諸費、１目の出産育児一時金につき

ましては、歳入でも説明しましたが、緊急の少子化対策とし、平成２１年１０月から当面

２年間の暫定措置として、４２万円に引き上げになったことから、前年度比１５６万円 

増、２０人分の８４０万円を計上しております。 

２目の支払手数料につきましては、平成２１年１０月から出産育児一時金の引き上げに

合わせて、その支払い方法が原則として、医療機関へ直接支払う仕組みとなり、支払業務

については、審査支払機関である国保連合会に委託することに変わったことから、その支

払手数料として、２０人分の５，０００円を計上しております。 

次に、３０３ページ、５項、葬祭諸費、１目の葬祭費につきましては、前年度同額の１

０件分の５０万円を計上しております。 

次に、３０４ページ、３款、後期高齢者支援金等、１項、１目、後期高齢者支援金拠出

金につきましては、後期高齢者医療制度の財源として、保険者が約４割相当分を拠出する
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ものですが、概算拠出の通知により、前年度比１，２００万７，０００円減の１億９２万

６，０００円を計上しております。 

２目の後期高齢者関係事務費拠出金につきましても、概算拠出の通知により、１万５，

０００円を計上しております。 

次に、３０５ページ、４款、１項、１目の前期高齢者納付金につきましては、歳入でも

説明しましたが、保険者間の６５歳以上７５歳未満の前期高齢者の偏在による不均衡を調

整するため、各保険者の加入者数等に応じ、費用負担するもので、国保では前期高齢者の

加入割合が高いことから拠出額が少なく、概算拠出の通知により、１７万５，０００円を

計上、２目の前期高齢者関係事務費拠出金につきましても、概算拠出の通知により、１万

３，０００円を計上しております。 

次に、３０６ページ、５款、老人保健拠出金、１項、１目の老人保健医療費拠出金につ

きましては、老人保健制度の廃止に伴い、今年度は過年度清算分のみの計上となり、前年

度比２０４万７，０００円減の１，０００円の科目計上。 

２目の老人保健事務費拠出金についても、同様に９，０００円を計上しております。 

次に、３０７ページ、６款、１項、１目の介護納付金につきましては、国保被保険者に

かかる介護保険第２号被保険者分で、概算納付通知により、前年度比２４２万３，０００

円増の４，７９８万１，０００円を計上しております。 

次に、３０８ページ、７款、共同事業拠出金、１項、１目の高額医療費拠出金は、決定

通知額に基づき、前年度比４６１万円増の２，７５８万７，０００円を計上。 

３目の保険財政共同安定化事業拠出金は、歳入でも説明しましたが、歳入の交付金と同

額の１億８７万円を計上しております。 

次に、３０９ページ、８款、保健事業費、１項、１目の特定健康診査等事業費につきま

しては、国保の４０歳から７４歳の被保険者を対象とし、生活習慣病に着目した特定健診

と特定保健指導に要する経費を計上しており、全体で前年度比４３万３，０００円減の５

６１万８，０００円を計上しております。 

７節の賃金は、アンケート調査集計などの事務賃金、特定保健指導の栄養士の賃金など

で、４７万円を計上しております。 

１２節の役務費は、特定健診のための郵送料や特定健診データ管理システム手数料とし

て、５８万円を計上しております。 

１３節の委託料は、特定健診を集団検診として、業務を委託するもので、国保被保険者

８５０名分の基本検診料などとして、４５６万８，０００円を計上しております。 

次に、３１０ページ、２項、保健事業費、１目の保健事業総務費につきましては、保健

事業に要する経費として、全体で前年度比１７万８，０００円減の２９１万３，０００円

の計上でありますが、これは主に、平成２１年度で健康啓発事業として実施した「健康ま

つり」について、隔年開催としていることにより、減となるものであります。 

なお、１９節、負担金補助及び交付金にあります健康診査助成金につきましては、脳ド

ックに対する助成金ですが、前年度と同じく２８人分の４４万１，０００円を計上してい

るところでございます。 

以上、平成２２年度訓子府町国民健康保険特別会計の予算について、提案説明をさせて

いただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 
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 続きまして、各会計予算書の３１５ページをお開き願います。 

 議案第１３号 平成２２年度訓子府町老人保健特別会計予算につきまして、別冊の予算

案の説明資料を含めてご説明申し上げます。 

予算書に入ります前に、別冊の「各会計予算案の説明資料」の３ページをお開きいただ

きたいと思います。 

 その中段に、老人保健会計の予算編成にあたっての基本的な考え方について記載してご

ざいます。 

まず、歳入でありますが、後期高齢者医療制度への移行に伴い、過年度精算分に係る医

療費に対する支払基金交付金、国庫支出金、道支出金を所要率で算定したほか、町負担分

を一般会計からの繰入金として、計上してございます。 

 また、歳出でありますが、歳入同様、過年度精算分に係る医療給付費等を計上しており

ます。 

 この資料の３３ページから３４ページにわたり、老人保健特別会計の概要をそれぞれ記

載しておりますが、この資料の内容につきましては、後ほどご覧いただければと思います。

説明は省略させていただきます。 

 それでは、予算書の３１５ページに戻りまして、内容をご説明させていただきます。 

 議案第１３号 平成２２年度訓子府町老人保健特別会計予算の第１条で予算の総額を歳

入歳出それぞれ５０万円と定めるものであります。 

なお、老人保健制度につきましては、後期高齢者医療制度へ移行したことにより、平成

２０年３月診療をもって制度廃止となっておりますが、医療費請求の時効が３年となって

いることから、月遅れの請求や過年度精算分等、平成２２年度においても請求が有り得る

ものでありますので、その経費と平成２２年度をもって完納される予定の医療機関の不当

請求の返納金残額４６万２，５００円に見合う予算規模５０万円としているところであり

ます。 

 この予算は、前年度当初予算と比較して、３３０万円、約８６．８％の減となっており

ます。 

 次に、３１６ページから３１９ページにつきましては、款項ごとにそれぞれ額を記載し

ておりますのでご覧いただくこととしまして、その内容につきましては、３２１ページ以

降の事項別明細書によって、その特徴的なものについて説明させていただきます。 

はじめに、３２１ページの歳入から説明させていただきます。 

まず、１款、支払基金交付金、１項、１目の医療費交付金につきましては、歳出の医療

給付費、医療費支給費、高額医療費の合算額に一定率を乗じて交付されるものですが、医

療機関の不当請求の返納金との相殺により、前年度比で１４万５，０００円減の２，００

０円を計上しております。 

 また、２目の審査支払手数料交付金につきましては、前年度比９，０００円減の１，０

００円を科目計上しております。 

 次に、３２２ページ、２款、国庫支出金、１項、国庫負担金、１目の医療費国庫負担金

につきましても、支払基金交付金と同様に歳出の医療給付費、医療費支給費、高額医療費

の合算額に一定率を乗じて国が負担するものですが、医療機関の不当請求の返納金との相

殺により、前年度比で２７万８，０００円減の２万１，０００円を計上しております。 
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 次に、３２３ページ、３款、道支出金、１項、道負担金、１目の医療費道負担金につき

ましても、国庫負担金同様、一定率を乗じて道が負担するものですが、医療機関の不当請

求の返納金との相殺により、前年度比で７万円減の５，０００円を計上しております。 

 次に、３２４ページ、４款、繰入金、１項、他会計繰入金、１目の一般会計繰入金につ

きましても、医療機関の不当請求の返納金との相殺により、町の費用負担も減るため、前

年度比１５万６，０００円減の５，０００円を計上しております。 

 ３２７ページにとびまして、６款、諸収入、２項、雑入、２目の返納金につきまして 

は、医療機関の不当請求に係る分ですが、返納金として前年度比１６４万３，０００円減

の４６万２，０００円を計上しておりますが、平成２２年度でその全額が返納されること

になる予定であります。 

 なお、３目の雑入につきましては、前年度に医療費の再審査等による医療費過誤納金が

見込まれ１００万円の計上をしておりましたが、実績がないことから、１，０００円の科

目計上としております。 

 次に、歳出について説明させていただきます。３２８ページでございます。 

まず、１款、医療諸費、１項、１目の医療給付費につきましては、過年度精算分に係る

医療費として、前年度比３２９万円減の２９万７，０００円を計上しております。 

 次に、２目の医療費支給費と３目の高額医療費につきましては、医療給付費と同様に過

年度精算分として、それぞれ前年度同額の１０万円を計上しております。 

 次に、４目の審査支払手数料につきましては、前年度比１万円減の１，０００円を科目

計上しております。 

以上、平成２２年度訓子府町老人保健特別会計の予算について、提案説明をさせていた

だきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

 続きまして、各会計予算書の３３１ページをお開き願います。 

議案第１４号 平成２２年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算につきまして、別冊

の予算案の説明資料も含めてご説明させていただきます。 

 予算書に入ります前に、別冊の「各会計予算案の説明資料」の３ページをお開きいただ

きたいと思います。 

 その下段に、後期高齢者医療会計の予算編成にあたっての基本的な考え方について、記

載しております。 

 まず、歳入でありますが、後期高齢者医療制度においては、財政運営期間は２年間とさ

れており、保険料につきましては、平成２２年度が保険料の２年毎の見直しの年となって

おりますことから、平成２２年度と平成２３年度の医療費等の推計により、北海道後期高

齢者医療広域連合から示された保険料を計上したほか、広域連合補助金、低所得者の保険

料軽減分等の一般会計からの繰入金を計上しております。 

 また、歳出は４ページに渡りますが、所要の事務費のほか、後期高齢者医療広域連合へ

の納付金を計上しております。 

この資料の３５ページから３７ページにわたりまして、後期高齢者医療特別会計の概要

をそれぞれ記載しておりますが、この資料の内容につきましては、説明は省略させていた

だきます。 

 それでは、予算書に戻っていただきまして、３３１ページをお開き願います。 
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 議案第１４号 平成２２年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算の第１条で予算の総

額を歳入歳出それぞれ６，２８０万円と定めるものであります。 

 この予算は、前年度当初予算と比較して、２４０万円、約４．０％増となっております。 

 ３３２ページから３３５ページにつきましては、款項ごとにそれぞれ額を記載しており

ますのでご覧いただくこととしまして、その内容につきましては、３３７ページ以降の事

項別明細書によって、その特徴的なものについて説明させていただきます。 

はじめに、３３７ページの歳入から説明させていただきます。 

 まず、１款、１項の後期高齢者医療保険料でありますが、北海道後期高齢者医療広域連

合が定めた保険料額に基づき算定しており、保険料算定の基礎となる均等割額は対前年度

比１，０４９円増の４４，１９２円、所得割率が０．６５ポイント増の１０．２８％とし

ており、保険料総額では、前年度比３９万７，０００円増の４，０９４万６，０００円と

見込んでおります。 

まず、１目の特別徴収保険料は、被保険者総数を７９９人、保険料額を３，００５万６，

０００円。 

２目の普通徴収保険料は、被保険者総数を１９０人、保険料額を１，０８４万円。普通

徴収保険料滞納繰越分として、５万円を計上しております。 

次に３３８ページ、２款、広域連合補助金、１項、１目の長寿健康増進事業交付金につ

きましては、前年度までは、目の名称が調整交付金となっておりましたが、内容は同じで

ございます。７５歳以上の方の脳ドックの助成金として、その費用の全額が広域連合より

交付されるもので、１５万８，０００円を計上しております。 

次に、３３９ページ、３款、繰入金、１項、一般会計繰入金、１目の保険基盤安定繰入

金につきましては、低所得者の保険料軽減分として道と町の負担分を合わせて、前年度比

２２８万２，０００円増の１，６６９万２，０００円を計上しております。 

２目の事務費繰入金につきましては、広域連合納付金分と所要事務経費分を合わせて４

８９万４，０００円を計上しております。 

次、３４２ページにとびまして、５款、諸収入、２項、償還金及び還付加算金、１目の

保険料還付金につきましては、納めすぎた保険料が広域連合から還付されるもので、還付

金として、１０万円を計上し、２目の還付加算金として５，０００円を計上しております。 

次に、３４３ページから３４４ページまでの３項、預金利子及び４項、雑入につきまし

ては、それぞれの項目を１，０００円の科目計上としております。 

次に、歳出について説明させていただきます。３４５ページをお開きください。 

まず、１款、総務費、１項、総務管理費、１目の一般管理費につきましては、後期高齢

者医療システム保守業務の委託料やプリンター等消耗品など一般事務に要する経費とし 

て、１９８万円を計上しております。 

次に、３４６ページ、２項、徴収費、１目の賦課徴収費につきましては、納入通知書等

の印刷製本費や保険料決定通知のための郵便料などの経費として、２２万３，０００円を

計上しております。 

次に、３４７ページ、２款、保健事業費、１項、１目の保健事業総務費につきまして 

は、歳入でも説明させていただきましたが、全額、広域連合からの交付金を受け、実施す

る７５歳以上の方の脳ドックの助成に係る分ですが、健康診査助成金として、５名分の１
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５万８，０００円を計上しております。 

次に、３４８ページ、３款、１項、１目の後期高齢者医療広域連合納付金につきまして

は、収納した保険料を運営する広域連合に支出するための保険料分と低所得者の保険料軽

減の保険基盤安定分をあわせて、保険料等納付金として、５，７６３万円９，０００円を

計上しております。 

また、広域連合の共通経費の市町村負担分として、事務費納付金２６９万３，０００円

を計上し、後期高齢者医療広域連合納付金の総額で、前年度比２５５万６，０００円増の

６，０３３万２，０００円を計上しております。 

次に、３４９ページ、４款、諸支出金、１項、償還金及び還付加算金、１目の保険料還

付金につきましては、納めすぎた保険料の還付金として、歳入同額の１０万円を計上 

し、２目、還付加算金として５，０００円を計上しております。 

次に、３５０ページ、２項、繰出金、１目の一般会計繰出金につきましては、預金利子

相当分を計上しております。 

以上、平成２２年度訓子府町後期高齢者医療特別会計の予算について、提案説明をさせ

ていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（橋本憲治君） 福祉保健課長。 

○福祉保健課長（佐藤純一君） 議案第１５号 平成２２年度訓子府町介護保険特別会計

予算について、提案説明をさせていただきます。 

まず、別冊の各会計予算案の説明資料は、後ほどご覧いただきたいと思いますが、４ペ

ージで予算の概要を記載しており、９ページで基金の保有状況は、平成２２年度末で介護

給付費準備基金３，７８２万３，０００円、介護従事者処遇臨時特例交付金２４１万円の

見込みでございます。 

それでは、訓子府町各会計予算書の３５１ページをお開き願います。 

第１条で、歳入歳出それぞれ、予算の総額を４億７，４３０万円と定めるものでありま

す。 

第２条では、一時借入金の借り入れ最高額を３，０００万円とするものであります。 

 次に、３５２ページから３５５ページにつきましては、款項ごとにそれぞれの額を記載

しておりますので、ご覧をいただきたいと思いますが、その内容につきましては、３５７

ページ以下の事項別明細書によって説明をさせていただきます。 

 ３５７ページの歳入から説明をさせていただきます。 

まず、第１款、保険料でありますが、平成２１年度から２３年度までの第４期介護保険

計画によりまして、基準保険料を月額３，７００円、年額で４万４，４００円として算定

しております。 

 また、保険料段階は、負担が過重にならないよう第１段階から７段階までとし、さらに

第４段階を２段階に分割しておりますので、実質的に８段階に細分化をしております。 

 第１目、第１号被保険者保険料のうち、特別徴収保険料は、被保険者総数を１，６６０

人、保険料額を６，５８８万７，０００円、普通徴収保険料は、被保険者総数を１４６ 

人、保険料額を４７１万７，０００円。普通徴収保険料滞納繰越分を１５万円、介護保険

料の総額を７，０７５万４，０００円と見込んでおります。 

次に、３５８ページの第２款、分担金及び負担金、第１項、第１目、介護予防負担金に
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つきましては「通所型介護予防事業」に係る利用者負担金として、６９万１，０００円を

見込んでおります。 

次に、３５９ページの第３款、国庫支出金、第１項、国庫負担金、第１目、介護給付費

負担金につきましては、現年度分としまして保険給付費に対する国のそれぞれの負担割合

を乗じた７，６１１万円を計上しております。 

３６０ページの第２項、国庫補助金のうち、第１目、調整交付金につきましては、財政

力格差調整のための交付金でありますが、過去の実績から保険給付費の７．６６％、３，

３９８万８，０００円を計上。 

第２目、地域支援事業交付金のうち、介護予防事業費に対して２５％、２０５万円を計

上。 

第３目、包括的支援事業・任意事業分につきましても事業費に対し４０％、２１８万７，

０００円を計上しておりますが、地域支援事業の内容につきましては、後ほど歳出でご説

明申し上げます。 

次に、３６１ページの第４款、支払基金交付金、第１項、第１目、介護給付費交付金に

つきましては、現年度分としまして、保険給付費の３０％、１億３，３１１万１，０００

円を計上。 

第２目の地域支援事業支援交付金につきましては、介護予防事業に要する経費の３０ 

％、２４６万円を計上しております。 

 ３６２ページ、第５款、道支出金、第１項、道負担金、第１目、介護給付費負担金 

は、保険給付費に対して、それぞれ道の負担割合を乗じた６，８０９万３，０００円を計

上。 

３６３ページの第２項、道補助金、第１目、第２目、地域支援事業交付金は、介護予防

事業の１２．５％、１０２万５，０００円。包括的支援事業・任意事業分は、事業費の２

０％、１０９万３，０００円をそれぞれ計上しております。 

 ３６４ページ、第６款、財産収入、第１項、財産運用収入、第１目、利子及び配当金に

つきましては、介護給付費準備基金の利子として、３万８，０００円。介護報酬改定によ

る保険料上昇を抑制し、被保険者の負担の軽減を図るための介護従事者処遇改善臨時特例

基金利子として、５，０００円を計上。 

３６５ページ、第７款、繰入金、第１項、基金繰入金、第１目、介護給付費準備基金繰

入金につきましては､介護保険特別会計の収支の不足分７９６万１，０００円を基金から繰

り入れするものであります。 

 また、第２目、介護従事者処遇改善臨時特例基金繰入金につきましては、１号被保険者

保険料軽減措置に充てるため、１００万５，０００円を繰り入れするものであります。 

次に、３６６ページ、第２項、他会計繰入金、第１目、一般会計繰入金のうち、介護給

付費繰入金は保険給付費の町負担分１２．５％、５，５４６万３，０００円。地域支援事

業繰入金は、介護予防事業分が１２．５％、１０２万６，０００円。包括的支援事業・任

意事業分は２０％、１０９万４，０００円をそれぞれ町負担分として、繰り入れするもの

であります。 

 その他、一般会計繰入金は、特別会計を運営するための事務費等に要する経費とし 

て、１，６１２万９，０００円を繰り入れするものです。 
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 ３６７ページから３７０ページまでの第８款、繰越金、第９款、諸収入につきまして 

は、それぞれの項目を科目計上しております。 

次に、歳出について説明をさせていただきます。３７１ページをお開きください。 

第１款、総務費、第１項、総務管理費、第１目、一般管理費でありますが､介護保険一般

事務に要する経費として、１５１万７，０００円を計上するものでありますが、介護保険

システム改修の終了などにより、前年度と比較して９２万２，０００円の減となっていま

す。 

次に、３７２ページの第２項、徴収費、第１目、賦課徴収費につきましては、納付書や

督促状の印刷費、郵便料を主として、２４万９，０００円を計上。 

３７３ページは、北見市、置戸町と共同設置しております介護認定審査会経費とし 

て、２４４万３，０００円、介護認定調査に要する経費としまして、２８０万４，０００

円を計上。 

３７４ページは、介護保険制度のＰＲを図るための経費としまして、趣旨普及費５０万

４，０００円を計上しております。 

３７５ページの計画策定委員会経費につきましては、平成２４年度からの第５期介護保

険事業計画策定のための経費を計上しております。 

３７６ページは、第２款、保険給付費、第１項、第１目、居宅介護サービス給付費です

が､居宅要介護被保険者の居宅サービスに係る給付で、８，４５２万３，０００円。 

第３目、地域密着型介護サービス給付費は、介護を必要とする人が住み慣れた地域で生

活を継続できるようにするものであり、認知症対応型共同生活介護、いわゆるグループホ

ーム利用に対する給付に５，３６５万７，０００円を計上しております。 

第５目、施設介護サービス給付費は､施設サービスに係る給付としまして、２億２，８９

６万２，０００円を計上。 

第７目、居宅介護福祉用具購入費として、７９万２，０００円。 

第８目、居宅介護住宅改修費として、２０７万円。 

第９目、居宅介護サービス計画給付費として、１，２３０万３，０００円を計上してお

ります。 

 次に、３７７ページの第２項、介護予防サービス等諸費につきましては、要支援１、要

支援２の被保険者に対する介護予防に要する経費を計上しております。 

第１目、介護予防サービス給付費は、居宅の要支援者に対する給付で、介護予防通所介

護や訪問介護などの利用に対する給付に１，５２６万３，０００円。 

第３目、地域密着型介護予防サービス給付費につきましては、介護予防認知症対応型共

同生活介護に対する給付に４７万６，０００円を計上。 

第５目、介護予防福祉用具購入費に４５万９，０００円。 

第６目、介護予防住宅改修費に２５９万２，０００円。 

第７目、介護予防計画給付事業、ケアプランの作成給付に２１０万５，０００円をそれ

ぞれ計上しております。 

 次に、３７８ページ、第３項、その他諸費、第１目、審査支払手数料は、介護給付費請

求に係る審査支払にかかる手数料として、３８万５，０００円を計上しております。 

 ３７９ページ、第４項、高額介護サービス等費、第１目、高額介護サービス費は、要介
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護被保険者の介護サービス自己負担額が一定額を超えた場合に給付するもので、１，１５

６万２，０００円。 

第２目、高額介護予防サービス費は、要支援者に対する高額給付費で２万２，０００円

を計上しております。 

３８０ページ、第５項、第１目、高額医療合算介護サービス費は、平成２０年から新た

にスタートした制度で、要介護被保険者の介護保険と医療保険の自己負担の合計額が、年

間で一定額を超えた場合に給付をするもので、平成２０年４月分から平成２１年７月まで

の給付分が約３００万円となるほか、平成２１年８月から平成２２年７月までの給付も同

額程度と予想され、これらの支払いが平成２２年度となることから、６００万円を計上し

ております。 

同じく、第２目、高額医療合算介護予防サービス費につきましては、要支援者に対する

給付ですが、３５万円を計上しております。 

 ３８１ページ、第６項、第１目、特定入所者介護サービス費は、施設入所者への食 

費、居住費の補足的給付として、２，２１４万２，０００円計上。 

第３目、特定入所者介護予防サービス費は、要支援者の短期入所サービス利用者に対す

る食費、滞在費の補足的給付として３万５，０００円計上しております。 

次に、３８２ページ、第３款、地域支援事業費、第１項、介護予防事業費、第１目、介

護予防特定高齢者施策事業費につきましては、介護が必要となる可能性の高い特定高齢者

を把握するとともに、通所や訪問により、要介護状態の予防や軽減を図る経費１８万８，

０００円を計上しております。 

 第２目、介護予防一般高齢者施策事業費は、介護予防に関する基本的な知識の普及啓発

を行うほか、ボランティアなどの人材育成を行い基本的な見守りや手助けの方法を普及さ

せるための経費や「通所型介護予防事業」として、業務委託する経費など９１５万円を計

上しております。 

 次に、３８３ページの第２項、包括的支援事業・任意事業費は、高齢者の自立保持のた

めの身体的・精神的・社会的機能の維持向上を図り、介護予防事業のケアマネジメントを

行う事業に要する経費を計上しておりますが、このうち２８節、一般会計繰出金、４０８

万８，０００円につきましては、地域包括支援センター職員人件費分として、一般会計に

繰り出しをするものであります。 

 第２目、総合相談支援事業費につきましては、地域における関係者とのネットワークを

構築するとともに、高齢者の心身の状況や生活実態、必要な支援等を把握するための事業

として、消防と共同で緊急医療情報キットケースを利用し、支援につなげるための経費と

して、３８万３，０００円を計上しております。 

第３目、権利擁護事業費につきましては、高齢者に対する虐待の早期発見、防止など権

利擁護の支援を行う経費を計上しております。 

第４目、包括的・継続的ケアマネジメント事業につきましては、主治医、ケアマネージ

ャー、地域の関係機関との連携を通じ、ケアマネジメントの後方支援を行うための経費で

す。 

第５目、任意事業費は、家族介護用品購入費に対する助成費用、認知症高齢者等に対す

る成年後見制度利用に係る経費９３万３，０００円を計上しております。 
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 次に、３８４ページの第３項、第１目、運営協議会費は、地域包括支援センターの運営

協議会に要する経費を計上しています。 

３８５ページの第４款、基金積立金は、介護給付費準備基金及び介護従事者処遇改善臨

時特例基金利息相当額を予算に計上し、基金へ積み立てるものであります。 

３８６ページの第５款、公債費は、資金繰りのための一時借入金利子を計上しておりま

す。 

３８７ページ以降の第６款、諸支出金につきましては、第１号被保険者の過年度分還付

金など所要の経費を計上しております。 

以上、平成２２年度介護保険特別会計の予算について、提案説明をさせていただきまし

たが、ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（橋本憲治君） ここで、午後２時１０分まで休みたいと思います。 

 

休憩 午後 １時５６分 

再開 午後 ２時１０分 

 

○議長（橋本憲治君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 次に、議案第１６号 平成２２年度下水道事業特別会計予算を説明願います。 

 建設課長。 

○建設課長（林 秀貴君） 各会計予算書の３９１ページをお開き願います。 

議案第１６号 平成２２年度訓子府町下水道事業特別会計予算につきまして、別冊の予

算案の説明資料を含めてご説明申し上げます。 

予算書に入ります前に、別冊の「各会計予算案の説明資料」の４ページをお開きいただ

きたいと思います。 

 その下段に、下水道事業会計の予算編成にあたっての基本的な考え方について記載して

おります。 

まず、歳入でありますが、農業集落排水事業及び個別排水処理施設整備事業に係る分担

金を計上。 

使用料は、本年度使用者の見込みも含め計上。 

繰入金は、歳入歳出の差し引き不足額に係る一般会計繰入金を計上。 

町債は、個別排水処理施設整備事業の実施に伴う過疎債、下水道債を計上しております。 

また、歳出でありますが、農業集落排水事業については、道道改良工事に伴う公共桝移

設工事、施設の維持管理経費を計上。 

個別排水事業については、合併浄化槽の設置に要する工事費等を計上。このほか、事務

費、起債の元利償還金について、それぞれ所要額を計上しております。 

 この資料の４４ページから４８ページにわたり、下水道事業特別会計の概要などをそれ

ぞれ記載しておりますが、この資料の内容につきましては、説明を省略させていただきま

す。 

それでは、予算書の３９１ページに戻りまして、内容を説明申し上げます。 

 議案第１６号 平成２２年度訓子府町下水道事業特別会計予算の第１条で予算の総額を

歳入歳出それぞれ１億８，３４０万円と定めるものであります。 
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 この予算は、前年度当初予算と比較しまして、５，０５０万円、約２１．６％の減とな

っておりますが、その主なものとしましては、補償金免除繰上償還に伴う借換債の借入れ

が前年度で完了したことなどによるものでございます。 

 また、第２項では歳入歳出予算の款項の区分及び金額は、３９２ページから３９５ペー

ジにあります「第１表 歳入歳出予算」によることを規定しておりますが、これについて

は、後ほどご覧いただくこととし、その内容については、３９８ページ以下の事項別明細

書で説明させていただきます。 

また、第２条の地方債につきましては、後ほど説明させていただきます。 

 第３条の一時借入金につきましては、借り入れの最高額を１億円と定めるものでありま

す。 

次に、３９６ページをお開き願います。 

第２表の地方債でありますが、個別排水処理施設整備事業の限度額を２，５００万円と

し、証書借入で年利５．０％以内、償還の方法は、記載の通り定めようとするものであり

ます。 

次に、３９７ページにつきましては、歳入歳出の款別の予算額を掲載しておりますの 

で、これは、ご覧いただきたいと存じます。 

３９８ページからは、事項別明細書になりますが、歳入歳出とも特徴的なものについて

説明させていただきます。 

はじめに、３９８ページの歳入から説明させていただきます。 

第１款、分担金及び負担金、第１項、分担金、第１目、農業集落排水事業分担金につき

ましては、平成２２年度新規賦課分として６戸を予定し、３０万円を計上しております。

滞納繰越分は科目計上でございます。 

第２目、個別排水処理施設整備事業分担金につきましては、一戸当りの分担金が５万円

から１０万円に増額となりますので、１２戸の新規整備を予定し、前年度比４５万円増の

１２０万円を計上しております。 

次に、３９９ページの第２款、使用料及び手数料、第１項、使用料、第１目の農業集落

排水施設使用料につきましては、使用水量の減少などにより、前年度比６２万６，０００

円減の５，３２０万３，０００円を計上しております。 

第２目、個別排水処理施設使用料につきましては、今年度新規設置数などを見込んだ前

年度比１１３万１，０００円増の１，２２２万８，０００円を計上しております。 

次に、４００ページの第２款、使用料及び手数料、第２項、手数料につきましては、各

種手数料を合わせて、３万７，０００円を計上しております。 

次に、４０１ページの第３款、繰入金、第１項、他会計繰入金、第１目、一般会計繰入

金につきましては、従来と同様、歳出総額から分担金、使用料、補助金、町債等の自主財

源、特定財源を差引き、その不足額を一般会計から繰り入れするものであり、前年度比９

１４万６，０００円減の８，９０８万７，０００円を計上しております。 

次に、４０２ページの第４款、第１項、第１目の繰越金、４０３ページの第５款、第１

項、第１目の延滞金、４０４ページの第５款、第２項、第１目の預金利子につきまして 

は、いずれも科目計上であります。 

次に、４０５ページの第５款、諸収入、第３項、貸付金元利収入、第１目の水洗便所改
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造等貸付金元利収入につきましては、金融機関に預ける預託金２００万円とその利子１，

０００円を合わせた２００万１，０００円を計上しております。 

次に、４０６ページ、第４項、第１目、雑入の保証料還付金、消費税還付金は科目計上

であります。移設補償費につきましては、昨年度実施できなかった道道北見置戸線（日出

工区）のマンホール調整、公共桝移設の支障物件移設補償費として、３３万８，０００円

を計上しております。 

次に、４０７ページの第６款、第１項、町債につきましては、前年度比４，２３０万円

減の２，５００万円の計上でありますが、これは主に公的資金補償金免除繰上償還に伴 

う、農業集落排水事業借換債と臨時財政特例借換債の借り入れが、前年度完了したことに

よるものです。 

第１目の個別排水処理施設整備事業債は、個別排水処理施設整備事業に伴う、起債対象

額の１００％充当を見込み、前年度比３戸減の１２戸分の下水道債と過疎債を合わせた２，

５００万円を計上しております。 

次に、歳出について説明させていただきます。４０８ページをお開きください。 

第１款、総務費、第１項、総務管理費、第１目、一般管理費につきましては、前年度比

４０万３，０００円増の３０６万４，０００円を計上しております。 

報酬は、上下水道事業経営審議会委員に対する報酬を年２回の開催分の５万５，０００

円を計上し、公課費の消費税納付金につきましては、平成２１年度決算納付額と平成２２

年度中間納付額の合わせて１４０万１，０００円を計上しております。 

また、繰出金は、水道事業会計への繰出金であり、下水道使用料の賦課徴収事務の委託

費として、１５７万５，０００円を計上しております。 

次に、４０９ページの第２項、下水道管理費、第１目、農業集落排水管理費につきまし

ては、前年度比２８２万８，０００円減の５，２９８万７，０００円の計上をしておりま

す。１１節の需用費から１４節の使用料及び賃借料までにつきましては、訓子府処理施設、

末広処理施設、日出処理施設の管理経費を計上しております。 

また、１１節、需用費の修繕料につきましては、各処理場の経年劣化による計画的修繕

の一部を昨年度「地域活性化・経済危機対策臨時交付金」を活用し、前倒して実施したこ

とにより、前年度比３９１万円減の５８９万円の計上をしております。 

次に、第２目、個別排水管理費につきましては、前年度比５３万８，０００円増の１，

５６６万６，０００円の計上をしております。役務費の手数料は、浄化槽の法定検査費用

として、９万７，０００円増の１５２万円を計上し、委託料の浄化槽保守点検業務は３７

万２，０００円増の１，１６４万２，０００円を計上しておりますが、いずれも本年度設

置予定も含めての計上でありますので、増額となっております。 

次に、４１０ページの貸付金につきましては、過去に設置した方に対する資金貸付の金

融機関への預託金であり、２００万円を計上しております。 

次に、４１１ページの第２款、第１項、下水道事業費、第１目、農業集落排水事業費の

工事請負費につきましては、昨年度実施できなかった日出地区の道道北見置戸線交通安全

工事の支障物件移設工事として、マンホール調整、公共桝移設等で４０万円を計上してお

ります。 

次に、第２目、個別排水処理施設整備事業費につきましては、前年度比６４９万７，０
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００円減の３，２１０万８，０００円を計上しております。 

需用費及び役務費は、経常経費でありますので説明は省略させていただきます。 

委託料は、前年度比３戸減の１２戸分の実施測量設計業務として、２１６万円を計上 

し、地質試験業務につきましては、浸透可能な地質であるかを試験するための委託料であ

り、１２戸の内、１戸分の２６万３，０００円を計上しております。 

工事請負費につきましても、本年度１２戸の設置工事分として、２，９４４万７，００

０円を計上しております。 

次に、４１２ページ、第３款、第 1 項、公債費につきましては、下水道事業を開始した

昭和６３年度から平成２１年度までの２２年間の借入残額８億６，５５５万２，０００円

に対して、長期債元金償還は、前年度比３，８９６万２，０００円減の５，７６２万６，

０００円を計上。長期債利子は、３１３万８，０００円減の２，１２２万５，０００円を

計上しております。 

 また、一時借入金利子は、借入限度額を１億円と定めておりますので、それに伴います

利子１２万４，０００円を計上しております。 

次に、４１３ページ、第４款の予備費につきましては、前年度同額の２０万円を計上し

ています。 

次に、４１４ページは、債務負担行為の調書でありますので、後ほどご覧いただくこと

とし、説明は省略させていただきます。 

次に、４１５ページにつきましては、地方債の調書であり、平成２２年度末における元

金残高は、右側の一番下に記載のとおり８億３，２９２万６，０００円となる見込みであ

ります。 

次の４１６ページは、特別職の給与費明細書を一般会計に準じて作成しておりますの 

で、後ほどご覧をいただきたいと存じます。 

以上、平成２２年度訓子府町下水道事業特別会計の予算について、その提案説明をさせ

ていただきましたが、ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（橋本憲治君） 水道課長。 

○水道課長（竹村治実君） 各会計予算書４１７ページをお開きください。 

議案第１７号 平成２２年度訓子府町水道事業会計予算について、提案説明をさせてい

ただきます。 

予算書に入ります前に、別冊の「各会計予算案の説明資料」について説明いたします。

４９ページをお開き願います。 

４９ページには、水道事業会計の投資的事業について概要を記載しております。 

また、５２ページには、その事業箇所について図示しておりますので、後ほどご覧いた

だきたいと思います。 

それでは、予算書の４１７ページに戻りまして、内容を説明させていただきます。 

まず、第２条の業務の予定量でありますが、給水件数につきましては、前年と比較し３

０件増の２，１７０件。年間総給水量は、６８万５，０００立方メートル。一日平均給水

量は、１，８７６立方メートルとしております。 

主な建設改良事業につきましては、豊坂水系の水質改善対策として、代替水源施設整備

事業で１億３，３４３万１，０００円。水道事業の企業会計システム導入事業で１，１０
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０万円。大谷水系導水管復旧事業で１，６９０万円の予算計上を行っております。 

次に、第３条では、収益的収入及び支出の予定額を定めるもので、収入につきまして 

は、第１款の水道事業収益で営業収益及び営業外収益を合わせて１億８，０３１万７，０

００円の計上であります。 

支出につきましては、第１款の水道事業費で営業費用、営業外費用、予備費を合わせて

１億６，２６９万１，０００円の計上であります。収支を差引きますと１，７６２万６，

０００円の利益となる見込みでございます。 

次に、第４条では、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり定めるものですが、収入

額が支出額に対し、不足する額１億１，２８１万円は、過年度分損益勘定留保資金で補て

んするものであります。 

まず、収入でありますが、第１款の資本的収入につきましては、１億１，９７５万６，

０００円であり、その内訳は、補助金で７，５２７万９，０００円。出資金で４，４４７

万７，０００円を計上しております。 

また、支出につきましては、第１款の資本的支出が２億３，２５６万６，０００円であ

り、その内訳は、建設改良費が１億７，１４１万円。企業債償還金が６，１１５万６，０

００円であります。 

なお、３条の収益的収支及び４条の資本的収支の計上内容につきましては、後ほど、４

２１ページ以降の実施計画で説明させていただきます。 

それでは、４１８ページ、第５条の一時借入金の限度額につきましては、１億円と定め

るもので、前年と同額の計上であります。 

次に、第６条の職員給与費２，９５４万９，０００円につきましては、それ以外の経費

の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならないものと定めるものであります。 

次の第７条につきましては、一般会計などから、この会計に補助を受ける金額を５，５

６８万９，０００円と定めるものです。 

次に、第 8 条のたな卸資産につきましては、メーター器等の購入限度額を３０８万５，

０００円と定めるものであります。 

次に、第９条の重要な資産の取得につきましては、企業会計システム導入として、財務

基本システム、固定資産管理システム、企業債償還管理システム一式を導入するものであ

ります。 

次に、４１９ページと４２０ページにつきましては、一般会計の書式に準じて作成して

いる収入支出予算でありますが、説明は省略させていただきます。 

それでは、４２１ページの平成２２年度訓子府町水道事業会計予算実施計画説明書であ

りますが、これは一般会計の事項別明細書にあたるものであり、順次説明をさせていただ

きます。 

まず、収益的収入及び支出の収入でありますが、１款、水道事業収益の総額は、１億８，

０３１万７，０００円であり、その内訳につきましては、１目、給水収益の水道料金 

で、前年と比較し６５０万円減の１億５，１４０万円を計上しております。 

２目、その他営業収益３８４万４，０００円は、設計審査手数料、消火栓一般修理負担

金のほか、補償金として、北海道横断自動車道大谷高台線配水管移設測量設計業務３５０
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万円を計上しております。 

次に、２項、営業外収益の１目、受取利息につきましては、定期預金と普通預金の預金

利息として、１８万２，０００円を計上しております。 

２目、他会計補助金につきましては、２，４８８万７，０００円の計上であります 

が、一般会計からは、従来からの叶橋添架起債利息、大谷浄水場起債利息、ポケットパー

ク配水池起債利息、大谷水源施設起債利息を計上しております。 

また、事務職員人件費につきましては、職員３名分と事務員１名分の計上であります。

下水道会計補助金につきましては、使用料収納経費を計上しております。 

３目、雑収益の不用品売却収益、その他雑収益、４目の還付金につきましては、科目計

上であります。 

次に、４２２ページの収益的支出でありますが、１款の水道事業費につきましては、総

額で１億６，２６９万１，０００円の計上であります。前年と比較し１，２２１万８，０

００円の減額となっております。１項、営業費用の１目、原水及び浄水費につきましては、

２，２５０万９，０００円の計上であります。前年と比較し２４７万２，０００円の増額

となっておりますが、通常の維持管理経費のほか、委託料では、大谷導水管更新予備調査

業務１７２万２，０００円を新たに計上しています。 

 また、昨年の使用実績により、手数料では水質検査手数料として、前年と比較し２３２

万３，０００円減の４４８万５，０００円を計上。修繕費では、前年と比較し３１８万６，

０００円増の５１８万６，０００円の計上ですが、これは、本年度豊坂水系の代替水源施

設整備事業実施に伴う、開盛浄水場の処理施設改造費２６５万円の計上のほか、大谷浄水

場浄水濁度計改修５３万６，０００円を計上しています。 

次の、２目、配水及び給水費につきましては、１，７０１万円の計上であります。前年

と比較し６０６万１，０００円の減額となっておりますが、通常の維持管理費のほか、委

託料では、北海道横断自動車道大谷高台線配水管移設測量設計業務を新たに計上したこと

により、前年と比較し３５０万円増の３９８万４，０００円の計上でございます。 

また、修繕費では、前年と比較し８７万６，０００円減の５３７万４，０００円の計上。

材料費では、検満分水道メーター購入の取替え台数が減ったことにより、前年と比較し１

９５万１，０００円減の３３４万７，０００円の計上でございます。 

次の４２３ページ、３目、総係費につきましては、４，２８８万１，０００円の計上。

給料、手当、福利費につきましては、昨年同様の職員４人分を計上しているほか、通信運

搬費、委託料、手数料、修繕費等につきましては、ほぼ昨年同様の予算計上でございます。 

次に、４２４ページ、４目の減価償却費でありますが、建物から鹿ノ子ダム使用権まで

の総額５，８８７万３，０００円が本年度の償却分であります。 

 また、５目の資産減耗費につきましては、除却対象分の機械及び装置、メーター器・メ

ーターボックスの総額４０万９，０００円でありますが、いずれも現金支出の伴わない企

業会計特有の予算計上であります。 

次に、２項、営業外費用の１目の支払利息につきましては、企業債利息が１，７６７万

２，０００円の計上。一時借入金利息は３７万円の計上であります。 

２目の繰延勘定償却費は、前年同額の１８４万７，０００円を計上しておりますが、長

期に使用する計画作成等に伴う費用を償却するものであります。減価償却費と同様、現金
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の支出を伴わない予算の計上であります。 

次に、３目の消費税６２万円の計上であります。昨年と比較し４７２万５，０００円の

減額でありますが、本年度資本的支出の建設改良費において、仮払消費税額が増えること

から、昨年と比較し予定納付額の減額計上でございます。 

雑支出につきましては、前年同額の２０万円の計上であります。 

次の予備費につきましても前年同額の３０万円を計上しております。 

次に、４２５ページの資本的収入及び支出でありますが、１款、１項、１目の国庫補助

金につきましては、豊坂水系の代替水源施設整備事業国庫補助金として、事業費の３分の

１に当る４，４４７万７，０００円を計上しております。 

次に、２目の他会計補助金３，０８０万２，０００円につきましては、叶橋添架起債償

還元金７３万８，０００円。大谷浄水場起債償還元金１，１０４万３，０００円。ポケッ

トパーク配水池起債償還元金１９２万円。大谷水源施設起債償還元金２０万１，０００円

を一般会計から起債償還元金の補助金として、計上しております。 

また、大谷水系導水管復旧事業１，６９０万円につきましては、一般会計からの補助金

として、平成２１年度の支出でありますが、公営企業会計では、予算経理上未執行繰越が

できないことから、本年度予算で計上をするものであります。 

次に、２項、１目の出資金につきましては、豊坂水系の代替水源施設整備事業出資金と

して、事業費の３分の１に当る４，４４７万７，０００円を一般会計から受けるものあり

ます。 

次に、４２６ページ、資本的支出の１款、１項、１目の施設整備費１億５，３３０万１，

０００円につきましては、豊坂水系の代替水源施設整備事業執行に伴う一般事務用品費及

び水道管理車用の燃料費を計上しております。 

また、委託料につきましては、豊坂水系の代替水源施設整備事業の測量調査設計業務を

予算計上しているほか、水道事業の企業会計システム導入委託として、日常の予算経理等

を行う財務基本システム及び固定資産償却を行う固定資産管理システム、企業債償還管理

システムを導入する経費として、１，１００万円を計上しております。 

次に、工事請負費１億２，５８４万１，０００円につきましては、豊坂水系の水質改善

を行うための代替水源施設整備事業といたしまして、現在の清住水源池から取水している

水源を開盛水源池に変更する工事であり、ポンプ室１施設と送水管３．２ｋｍを予定し工

事費１億１，６８４万１，０００円を計上しております。 

また、この事業の附帯工事として、配水管８５０ｍの７００万円を計上しております。

そのほか、緊急を要する水道施設等緊急整備に２００万円を計上しております。 

２目の施設改良費につきましては、大谷水系の大谷水源地から大谷配水池に送水を行っ

ている導水管が沢地の侵食により、露出しているのが発見されたため、今後の影響等を考

慮し迂回をする工事費１，６９０万円を計上しております。 

３目の固定資産購入費１２０万９，００００円につきましては、土地購入費として豊坂

水系の代替水源施設整備事業ポンプ室の建設用地として、１３万円を計上しております。 

また、量水器設備費として、メーター器３１台の購入とメーターボックス１７台で１０

７万９，０００円を計上しております。 

次の２項、１目、企業債償還金につきましては、前年と比較し１，４４５万１，０００
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円減の６，１１５万６，０００円を計上しておりますが、平成１９年度から平成２１年度

までの３ヵ年で行いました高金利の企業債繰上償還が終ったことによる減額計上でござい

ます。 

次に、予算書の４２７ページの資金計画につきましては、収益的収支、資本的収支のう

ち、現金収支における資金計画でありますので、後ほどご覧いただくことにしまして説明

は省略させていただきます。 

次の４２８ページから４２９ページの給与明細書につきましては、一般会計に準じて作

成しておりますので、後ほどご覧いただくことにしまして、これも説明は省略させていた

だきます。 

次に、４３０ページと４３１ページは、平成２２年度の予定貸借対照表であります。こ

の表につきましても予算の計上、執行に直接関係しませんので、説明は省略させていただ

きます。 

次の４３２ページと４３３ページにつきましては、平成２１年度末の予定貸借対照表で

あります。この表につきましても、予算の計上、執行に直接関係しませんので説明は省略

させていただきます。 

次の４３４ページにつきましては、平成２２年１月末時点におきます収益的収支の決算

見込みから、税抜きをした予定損益計算書であります。後ほどご覧いただくこととしまし

て説明を省略させていただきます。 

以上、平成２２年度訓子府町水道事業会計の予算について、その提案説明をさせていた

だきましたが、ご審議の上、ご決定を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

 

    ◎議案第３０号、議案第１９号 

○議長（橋本憲治君） この際、日程第２９、議案第３０号、日程第３０、議案第１９号

は、関連する議案なので、一括議題といたします。 

 各案に対する提出者からの提案理由に説明を求めます。 

 議案第３０号から順次説明願います。 

 総務課業務監。 

○総務課業務監（伊田 彰君） 議案第３０号の提案説明をさせていただきますので、お

手元の定例会議案書８０ページをお開きください。 

議案第３０号 網走支庁管内町村公平委員会を共同設置する地方公共団体の数の減少及

び規約の変更について。 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の７第２項及び第３項の規定によ 

り、網走支庁管内町村公平委員会から網走支庁管内町村交通災害共済組合が平成２２年３

月３１日をもって脱退すること及び網走支庁管内町村公平委員会規約を別紙のとおり変更

することについて、議会の議決を求めるものです。 

この規約の変更は、網走支庁管内町村交通災害共済組合が解散し脱退することと共同設

置団体長の変更および網走支庁の名称を変更することにより、変更するものでございます。 

記以下の説明をさせていただきますが、その内容を新旧対照表でご説明いたしますので

議案書８２ページをお開きください。 

表題「網走支庁管内町村公平委員会規約」を「オホーツク町村公平委員会規約」に改め
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るものでございます。 

第２条の名称につきましては「網走支庁管内町村公平委員会」を「オホーツク町村公平

委員会」に改めるものでございます。 

第３条の委員につきましては、委員の選任者を「網走支庁管内町村交通災害共済組合長」

から町村会の会長である「清里町（以下「共同設置団体長たる地方公共団体」という。）の

長」に改めるものでございます。 

同条第３項は「網走支庁管内町村交通災害共済組合非常勤特別職の報酬及び費用弁償に

関する条例（昭和４３年網管交条例第６号）」を「共同設置団体長たる地方公共団体」に改

めるものでございます。 

第４条の事務所及び事務職員につきましては、第１項中事務所の位置を「網走支庁管内

町村交通災害共済組合」においていましたが、「オホーツク町村会」におくことにしたもの

でございます。 

同じく、第３項の事務職員を「網走支庁管内町村交通災害共済組合職員」から「共同設

置団体長たる地方公共団体の職員」に改めるものでございます。 

続きまして、８３ページをお開きください。 

第５条の証人等の費用弁償につきましても同様に「網走支庁管内町村公平委員会証人等

に対する実費弁償に関する条例（昭和５４年網管交条例第１０号）」から「共同設置団体長

たる地方公共団体」に改めるものでございます。 

第６条の経費につきましても同様に「網走支庁管内町村交通災害共済組合予算」から「共

同設置団体長たる地方公共団体の予算」に改めるものでございます。 

別表中「、網走支庁管内町村交通災害共済組合」を削るものでございます。 

次に、議案書８１ページに戻っていただきまして、附則でございますが、この規約は平

成２２年４月１日から施行するものでございます。 

以上、議案第３０号の提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜

りますようお願い申し上げます。 

続きまして、議案第１９号の提案理由の説明をさせていただきますので、６４ページを

お開き下さい。 

議案第１９号 人事行政の運営等の状況の公表に関する条例及び職員の勤務時間、休暇

等に関する条例の一部を改正する条例の制定について。 

人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１８年条例第３号）及び職員の勤務

時間、休暇等に関する条例（平成１４年条例第２１号）の一部を改正する条例を次のよう

に制定するものでございます。 

この条例の改正は、網走支庁管内町村公平委員会の名称変更に伴い、関連条例の一部を

改正するものでございます。 

記以下の説明をさせていただきます。 

記の３行目になりますが、第３条第１項中「網走支庁管内町村公平委員会」を「オホー

ツク町村公平委員会」に改正するものでございます。 

次に、職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例について、第２条職

員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１４年条例第２１号）の一部を次のように改正

するものでございます。 
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第１８条第２項中「網走支庁管内町村公平委員会規則」を「オホーツク町村公平委員会

規則」に改正するものでございます。 

次に、附則でございますが、この条例は平成２２年４月１日から施行するものでござい

ます。 

以上、議案第１９号の提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜

りますようお願い申し上げます。 

 

◎議案第１８号、議案第２３号、議案第２４号、議案第２７号、議案第３１号、 

議案第３２号、議案第３３号、議案第３４号 

○議長（橋本憲治君） 次に、日程第３１、議案第１８号、日程第３２、議案第２３号、

日程第３３、議案第２４号、日程第３４、議案第２７号、日程第３５、議案第３１号、日

程第３６、議案第３２号、日程第３７、議案第３３号、日程第３８、議案第３４号を議題

といたします。 

 各案に対する提出者からの提案理由に説明を求めます。 

 議案第１８号から順次説明願います。 

 総務課業務監。 

○総務課業務監（伊田 彰君） 議案第１８号の提案理由の説明をさせていただきますの

で議案書６０ページをお開き下さい。 

議案第１８号 訓子府町事務分掌条例の一部を改正する条例の制定について。 

訓子府町事務分掌条例（平成１５年条例第２３号）の一部を改正する条例を次のように

制定するものでございます。 

この条例改正につきましては、事務効率化を図るため上下水道課を設置し、建設課で所

管していた下水道に関する事項と水道課で所管していた水道に関する事項を分掌すること

による改正でございます。 

記以下の説明をさせていただきますが、その内容を新旧対照表でご説明いたしますので

６２ページをお開きください。 

 この表につきましては、右側が現行で左側が改正案で下線部分が具体的に改正する部分

でございます。 

第１条中「建設課」の次に「上下水道課」を加える。 

 第２条の建設課の項中第４号の「下水道に関すること」を削り、第５号から第７号を１

号ずつ繰り上げるものでございます。 

 また、その下に上下水道課を加え、第１号として下水道に関することを加えるものでご

ざいます。 

 次に、附則についてですが、第１項で条例の施行日を平成２２年４月１日とするもので

ございます。 

 第２項以降は、関連する条例の一部改正の提案でございます。 

第２項は、訓子府町議会委員会条例の一部改正でございまして、６２ページの下段の新

旧対照表をご覧ください。 

第２条第２号の「水道課所管に関すること」を「上下水道課所管に関すること」に改正

するものでございます。 
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第３項は、訓子府町水道事業の設置等に関する条例の一部改正でございます。６３ペー

ジの新旧対照表の上の表をご覧下さい。 

第３条の組織、第２項の下線部分でございますが、水道課から上下水道課に改正するも

のであります。 

次に、第４項は、訓子府町上下水道事業経営審議会設置条例の一部改正でございまし 

て、６３ページの下の新旧対照表をご覧ください。 

第８条の庶務で水道課及び建設課から上下水道課に改正するものでございます。 

以上、議案第１８号の提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜

りますようお願い申し上げます。 

○議長（橋本憲治君） 管理課長。 

○管理課長（上野敏夫君） それでは、議案書６８ページをお開きください。 

 議案第２３号 奨学資金貸付に関する条例の一部を改正する条例の制定について、提案

説明いたします。 

 奨学資金貸付に関する条例（昭和５１年条例第１４号）の一部を改正する条例を次のよ

うに制定しようとするもので、奨学資金の償還期限を延長しようとするものでございます。 

 記以下について説明いたします。 

 奨学資金貸付に関する条例の一部を改正する条例。 

 奨学資金貸付に関する条例（昭和５１年条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１項第２号中「５年」を「６年」に改めるものでございます。 

 具体的には、従来、高校生では３年間で借りたものは、１年据え置いて３年で償還する

ものを４年とし、大学生では４年間で借りたものを６年で償還するものでありまして、借

りた人の月々の償還金の負担軽減を図るものでございます。 

 ちなみに、高校生では従来の月々１０，０００円の償還金が、７，５００円。大学生で

は２５，０００円が１７，０００円となるものでございます。 

 なお、附則としましては、この条例は、平成２２年４月１日から施行するものとし、さ

らには、この条例による改正後の規定は、平成２２年度選定の奨学生から適用するもので

ございます。 

以上、議案第２３号 奨学資金貸付に関する条例の一部を改正する条例の制定につい 

て、ご説明申し上げましたので、ご審議の上、ご決定くださいますようよろしくお願い申

し上げます。 

○議長（橋本憲治君） 総務課業務監。 

○総務課業務監（伊田 彰君） 議案第２４号の提案理由の説明をさせていただきますの

で議案書７０ページをお開き下さい。 

議案第２４号 訓子府町生活安全条例の一部を改正する条例の制定について。 

訓子府町生活安全条例（平成１０年条例第４号）の一部を改正する条例を次のように制

定するものでございます。 

この条例改正は、犯罪被害者基本法に基づき、犯罪被害者等の支援について、北見警察

署管内で足並みを揃えて改正しようとするものでございます。 

記以下の説明をさせていただきますが、その内容を新旧対照表でご説明いたしますので

７１ページをお開きください。 
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第１条中、自主的な安全活動の推進の次に「及び犯罪被害者等の支援」を加えるもので

ございます。 

第２条第２項に「この条例において「犯罪被害者等」とは、犯罪被害者基本法（平成１

６年法律第１６１号）第２条第２項に規定する被害者等をいう。」を加えるものでございま

す。 

第３条第１項中第６号に「犯罪、事故等の被害者等の支援に関すること。」を加え、第６

号を第７号とするものでございます。 

第５条第２項中、生活安全対策の次に「及び犯罪被害者等の支援」を加えるものでござ

います。 

次に、議案書７０ページに戻っていただきまして、附則でございますが、この条例は平

成２２年４月１日から施行するものでございます。 

以上、議案第２４号の提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜

りますようお願い申し上げます。 

○議長（橋本憲治君） 福祉保健課長。 

○福祉保健課長（佐藤純一君） 議案書の７４ページをお開き願います。 

 議案第２７号 訓子府町重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費の助成に関する条例

の一部を改正する条例の制定について、提案説明をさせていただきます。 

 訓子府町重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費の助成に関する条例（平成１６年条

例第１７号）の一部を改正する条例を制定しようとするものであります。 

７４ページに改正条例案を記載しておりますが、７５ページの新旧対照表によりご説明

いたします。 

第２条で用語の定義を定めておりますが、第１項、第１号ではこの条例により医療費の

助成を受けられる者は、身体障害者の場合、身体障害者手帳の１級、２級と３級のうち「心

臓、腎臓、若しくは呼吸器又はぼうこう若しくは直腸若しくは小腸若しくはヒト免疫不全

ウイルス免疫の機能障害に限る」とされておりましたが、身体障害者福祉法施行令の一部

改正に伴い、肝臓の機能が加えられたことにより「肝臓の機能障害により１級から３級の

身体障害者手帳の交付を受けた者」もこの条例による医療費助成の対象としようとするも

のであります。 

７４ページに戻って、附則でございますが、平成２２年４月１日から施行するものであ

ります。 

以上、訓子府町重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費の助成に関する条例の一部を

改正する条例の制定について、その提案理由の説明をさせていただきましたが、ご審議の

上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（橋本憲治君） 総務課業務監。 

○総務課業務監（伊田 彰君） 議案第３１号の提案理由の説明をさせていただきますの

で８４ページをお開きください。 

議案第３１号 北海道市町村総合事務組合の規約の変更について。 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、北海道市町村

総合事務組合の規約を次のとおり変更することについて、議会の議決を求めるものです。 

この規約の変更は、胆振西部衛生組合、網走支庁管内町村交通災害共済組合及び留萌広
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域行政組合が解散脱退し、留萌市外２町衛生センター組合の名称を変更することにより変

更しようとするものでございます。 

記以下の説明をさせていただきます。 

記の４行目になります。別表第１（第２条関係）留萌支庁の項中「留萌支庁（１４）」を

「留萌支庁（１３）」に、網走支庁の項中「網走支庁（２４）」を「網走支庁（２３）」 

に、胆振支庁の項中「胆振支庁（１４）」を「胆振支庁（１３）」に改め、市町村・一部事

務組合及び広域連合欄中「、留萌広域行政組合」「、網走支庁管内町村交通災害共済組合」

「、胆振西部衛生組合」を削り「、留萌市外２町衛生センター組合」を「、留萌南部衛生

組合」に改めるものでございます。 

別表第２（第３条関係）第９項の共同処理する団体欄中「、留萌広域行政組合」「、網走

支庁管内交通災害共済組合」「、胆振西部衛生組合」を削り、「、留萌市外２町衛生センタ

ー組合」を「、留萌南部衛生組合」に改めるものでございます。 

次に、附則についてですが、この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

８６条第１項の規定による総務大臣の許可の日から施行するものでございます。 

以上、議案第３１号の提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜

りますようお願い申し上げます。 

続きまして、議案第３２号の提案理由の説明をさせていただきますので、８５ページを

お開きください。 

 議案第３２号 北海道市町村職員退職手当組合規約の変更について。 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、北海道市町村

職員退職手当組合規約を次のとおり変更することについて、議会の議決を求めるものであ

ります。 

この規約の変更につきましても、胆振西部衛生組合及び網走支庁管内交通災害共済組合

が解散脱退することにより変更するものでございます。 

記以下の説明をさせていただきます。 

記の４行目になりますが、別表（網走）の項中「網走支庁管内町村交通災害共済 」を

削り、同表（胆振）の項中「胆振西部衛生組合 」を削るものでございます。 

次に、附則でございますが、この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

８６条第１項の規定による総務大臣の許可の日から施行するものでございます。 

以上、議案第３２号の提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜

りますようお願い申し上げます。 

○議長（橋本憲治君） 管理課長。 

○管理課長（上野敏夫君） それでは、議案書８６ページをお開きください。 

議案第３３号 網走地方教育研修センター組合規約の変更について、提案説明させてい

ただきます。 

地方自治法第２８６条第１項の規定により、網走地方教育研修センター組合規約を次の

とおり変更することについて、議会の議決を求めるものであります。 

記以下について説明いたします。 

 網走地方教育研修センター組合規約の一部を変更する規約。 

 網走地方教育研修センター組合規約（昭和４６年地方第１９８６号指令）の一部を次の
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ように変更する。 

 第１条中「網走支庁」を「オホーツク総合振興局」に改めるものでございまして、名称

の変更による改正でございます。 

 なお、附則としまして、この規約改正につきましては、北海道知事の許可が必要なた 

め、改正規約の施行日は「北海道知事の許可のあった日」からとするものでございます。 

 以上、議案第３３号 網走地方教育研修センター組合規約の変更について、ご説明申し

上げましたので、ご審議の上、ご決定くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（橋本憲治君） 総務課業務監。 

○総務課業務監（伊田 彰君） 議案第３４号の提案理由の説明をさせていただきますの

で、８７ページをお開きください。 

議案第３４号 北海道町村議会議員公務災害補償等組合規約の変更について。 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、北海道町村議

会議員公務災害補償等組合規約を次のとおり変更することについて、議会の議決を求める

ものであります。 

この規約の変更につきましては、胆振西部衛生組合、釧路広域市町村圏事務組合及び留

萌広域行政組合の解散脱退と留萌市外２町衛生センター組合の名称の変更に伴い変更しよ

うとするものでございます。 

記以下の説明をさせていただきます。 

記の４行目になりますが、別表第１中「胆振西部衛生組合」、「釧路広域市町村圏事務組

合」及び「留萌広域行政組合」を削り「留萌市外２町衛生センター組合」を「留萌南部衛

生組合」に改めるものでございます。 

次に、附則についてですが、この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

８６条第１項の規定による総務大臣の許可の日から施行するものであります。 

以上、議案第３４号の提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜

りますようお願い申し上げます 

○議長（橋本憲治君） 以上で、議案第１８号、議案第１９号、議案第２３号、議案第２

４号、議案第２７号、議案第３０号、議案第３１号、議案第３２号、議案第３３号、議案

第３４号の各案に対する提案理由の説明が終わりました。 

 ここで、議事について、議会運営委員長並びに副議長と協議のため、午後３時２５分ま

で、暫時休憩いたします。 

 

休憩 午後 ３時１４分 

再開 午後 ３時２５分 

 

○議長（橋本憲治君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 

    ◎議事日程の変更 

○議長（橋本憲治君） お諮りいたします。 

 ただいま、議会運営委員長並びに副議長と協議の結果、これより日程の順序を変更 

し、日程第４０、報告第１号、日程第４１、報告第２号、日程第４２、報告第３号、日程
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第４３、所管事務調査についてを先に審議したいと思います。 

 これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

 よって、この際、日程の順序を変更し、日程４０、報告第１号、日程第４１、報告第２

号、日程第４２、報告第３号、日程第４３、所管事務調査についてを先に審議することに

決定いたしました。 

 

    ◎報告第１号 

○議長（橋本憲治君） 日程第４０、報告第１号 定期監査結果報告についてを議題とい

たします。議案書９２ページでございます。 

 職員に報告を朗読させます。 

○議会事務局長（森谷 勇君） それでは、ご報告申し上げます。 

議案書の９２ページをお開き願います。 

 報告第１号 定期監査結果報告について。 

 監査委員から定期監査について、次のとおり報告があった。 

 平成２２年３月９日提出、訓子府町議会議長、橋本憲治。 

 記、別紙。 

 次のページの９３ページをお開き願います。 

平成２２年２月１０日 

訓子府町議会議長  橋 本 憲 治    様 

訓子府町監査委員  山 田   稔 

訓子府町監査委員  佐 藤 静 基 

平成２１年度 定期監査の結果報告について 

  地方自治法第１９９条第９項の規定によって、平成２１年度の定期監査の結果を報告し

ます。 

記 

平成２１年度定期監査結果報告書、別紙。 

 ９５ページをお開きいただきたいと思います。 

 ここに「３．監査結果及び意見」という項目がございます。そこの報告のみを朗読させ

ていただきまして、それ以外の報告書の資料につきましては、説明を省略させていただき

たいと思います。 

 ３．監査結果及び意見 

 平成２１年１２月末日現在における町の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の

管理について監査を実施した結果、適正に執行管理がなされていることを認める。 

 なお、今後の事務等の執行管理にあたり、次の事項につき対応を望みたい。 

 ①町税の収納、経費削減等について、各種数値から努力の成果として評価できるが、事

務執行においてより一層法令等の遵守に配慮し、財産管理についても今後の財政分析等の

重要な要素となるものであり、全庁的な連携をもって精度を高めること。 

 ②国民健康保険については、一般会計からの繰り入れの度合いがさらに強まり、それに
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よりバランスをとる財政運営となっている状況から、今後さらに会計運営のあり方の検討

を継続していくこと。 

 ③水道事業については、本年度の料金改定が経営に資することとなるよう配慮し、経費

削減にも努めること。 

 また、有収率の高率確保に万全を期すること。 

 以上であります。 

○議長（橋本憲治君） 以上で本報告を終わります。 

 

    ◎報告第２号 

○議長（橋本憲治君） 日程第４１、報告第２号 出納検査結果報告についてを議題とい

たします。議案書１０８ページでございます。 

 職員に報告を朗読させます。 

○議会事務局長（森谷 勇君） それでは、議案書の１０８ページをお開き願います。 

 報告第２号 出納検査結果報告について。 

 監査委員から出納検査について、次のとおり報告があった。 

 平成２２年３月９日提出、訓子府町議会議長、橋本憲治。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、平成２２年１月１４日町会計

管理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

１．出納事務は適法に行われ、異常ないものと認める。 

訓子府町議会議長 橋 本 憲 治 様 

平成２２年１月１４日 

訓子府町監査委員 山 田   稔 

訓子府町監査委員 佐 藤 静 基 

 次のページ、１０９ページ、１１０ページの表につきましては、説明を省略させていた

だきまして、１１１ページをお開き願います。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、平成２２年２月１０日町会計

管理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

１．出納事務は適法に行われ、異常ないものと認める。 

訓子府町議会議長 橋 本 憲 治 様 

平成２２年２月１０日 

訓子府町監査委員 山 田   稔 

訓子府町監査委員 佐 藤 静 基 

 次のページ、１１２ページ、１１３ページにつきましても、先ほどと同様、説明を省略

させていただきます。 

続きまして、昨日、追加で配付させていただきました３月分の例月出納検査結果報告に

ついて、ご報告申し上げます。１１３－２ページでございます。 
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出納検査結果報告書 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、平成２２年３月８日町会計管

理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

 １．出納事務は適法に行われ、異常ないものと認める。 

 訓子府議会議長 橋 本 憲 治 様 

平成２１年３月８日 

訓子府町監査委員 山 田   稔 

訓子府町監査委員 佐 藤 静 基 

 次のページ、１１３－３ページから１１３－４ページにつきましても、先ほどと同様、説

明を省略させていただきます。 

 以上でございます。 

○議長（橋本憲治君） 以上で、本報告を終わります。 

 失礼しました。訂正の部分があります。 

○議会事務局長（森谷 勇君） 申し訳ありません。１１３－２ページをお開きいただきた

いと思います。そこの中段に日付が入っています。平成２１年３月８日とありますのを平成

２２年３月８日に訂正願いたいと思います。大変申し訳ありませんでした。 

 

    ◎報告第３号 

○議長（橋本憲治君） 日程第４２、報告第３号 所管事務調査結果報告についてを議題

といたします。議案書１１４ページでございます。 

 ２つの常任委員会委員長から平成２１年度の閉会中に実施した所管事務調査につい 

て、別紙のとおり報告がありました。 

 お諮りいたします。 

 本報告の朗読、質疑を省略し、報告を了承することにし、あわせて本報告を関係執行機

関に送付することにいたしたいと思います。 

 これに、ご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

 以上で本報告は終わります。 

 

    ◎所管事務調査について 

○議長（橋本憲治君） 日程第４３、所管事務調査についてを議題といたします。 

議案書１１９ページ、１２０ページでございます。 

お諮りいたします。 

 総務文教常任委員会及び産業建設常任委員会の２常任委員会の委員長から、所管事務調

査について平成２２年度閉会中も継続して調査できるよう議決の願い出が議長に対して出

ております。これを認めることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 
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 よって、２常任委員会の委員長から願い出のあった所管事務調査項目について、平成２

２年度閉会中も継続して調査できるように決定いたしました。 

 

   ◎散会の宣告 

○議長（橋本憲治君） お諮りいたします。 

 本日の会議はこの程度にとどめ散会いたしたいと思います。 

 これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

 よって、本日はこれにて散会することに決定いたしました。 

 ご苦労様でございました。 

散会 午後 ３時３５分 


